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要  旨 

 

 
干潟の動的安定性を維持するためには，干潟の地形変化を予測する手法を確立することが必要と

なる．干潟の底質移動では潮流が支配的な因子であると考えられるが，大きな底質輸送と地形変化

が生じる満潮の暴浪時などでは，風波による巻き上げや海浜流による底質輸送を無視することはで

きない．とくに干潟の地形変化を予測する上では潮流と海浜流を同時に考慮することが非常に重要

であると考えられ，そうした計算が現地の地形変化をどれだけ精確に再現できるかを十分検討した

例はない．また干潟は，砂質干潟から泥質干潟まで含泥率によって異なった底質特性の干潟が存在

し，砂と泥・シルト（凝集性土砂）とではその挙動が大きく異なることから，干潟の地形変化を予

測するためには漂砂量モデルを導入する必要がある．そこで本研究では，Princeton Ocean Model

（POM）にもとづいた凝集性土砂の3次元底質輸送モデル「WD-POM」に波と流れの相互作用を渦度

の形で明示的に考慮したbody forceと砕波による表面せん断応力からなるwave forcing termを導入す

るとともに，凝集性土砂の輸送モデルに加えて漂砂量モデルを導入し，潮流と海浜流による砂と凝

集性土砂の底質輸送と地形変化に関する3次元数値モデルの開発を行なった．そして海浜流と砂に関

するテスト計算を行って改良モデルの妥当性を検証するとともに，有明海の白川河口干潟に適用し

て干潟の底質輸送と地形変化の再現性について検証を行った．テスト計算の結果，離岸堤背後にお

いて1対の水平循環流が形成され，循環流による底質輸送によって汀線から舌状砂州が発達する様子

が再現された．さらに，一様勾配海浜上の斜め入射波による沿岸漂砂量について，CERC公式によっ

て求められた沿岸漂砂量と比較的良好に一致した．以上の結果から，改良モデルは海浜流と砂によ

る底質輸送と地形変化を精度よく計算することができることがわかった．白川河口干潟に適用した

現地計算の結果，栗山・橋本（2004）による深浅測量データをもとにした地形変化量の空間分布を

定性的に再現し，定量的にもオーダーとして一致することがわかった．また，潮流のみの場合と重

合計算の場合の結果を比較することで，干潟の地形変化予測においては潮流と海浜流を同時に計算

することが重要であることがわかった．最後に，土砂収支量についても栗山・橋本（2004）による

算定結果とオーダーとして一致することがわかった． 
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Development of the Three-dimensional Numerical Model of 

 Sediment Transports and Topographic Changes of Intertidal Flats due to Sands and 
Cohesive Sediments Generated by Tidal Currents and Wave-induced Currents  

and an Application to the Filed.  

 
Ken-ichi UZAKI* 
Yoshiaki KURIYAMA** 

 
Synopsis 

 
In order to keep the dynamic stability of intertidal flats, it is important to establish the numerical 

model of sediment transports and topographic changes of them. A three-dimensional sediment 
transport model of cohesive sediments like silt and mud due to tidal currents, which was named 
“WD-POM”, was formerly developed. However, especially under the storm condition at the high 
tide, large sediment transports and severe topographic changes occur and the sediment suspension 
due to wind waves and sediment transports due to wave-induced currents cannot be neglected. 
Particularly, it is very important to calculate wave-induced currents with tidal currents 
simultaneously. Furthermore, bottom sediments of intertidal flats are composed not only of cohesive 
sediments but also of sands. Therefore, the sediment transport model of sand is needed to be 
installed into the former WD-POM. In this study, the wave forcing term including the wave-current 
interaction term representing the vortex force term and the sediment transport model for sand with a 
diameter longer than silt are installed in the WD-POM. Two test simulations in order to confirm the 
validity of the improved model were conducted. The first test result demonstrated that a pair of 
horizontal circulations was formed in the back of the offshore straight breakwater and the growth of 
the cuspate spit was accumulated. In the second test, the longshore sediment transport rate by the 
oblique incident waves on the uniformly inclined bed almost agreed with that by the longshore 
sediment transport formula. Finaly, sediment transports and topographic changes of the Shirakawa 
intertidal flat in the Ariake Sea were simulated by using the improved model. From the numerical 
results, good agreements between observed results obtained by Kuriyama & Hashimoto (2004) and 
numerical ones was recognized with regard to topographic changes and sediment budgets. The 
consideration in the paper makes it clear that the simultaneous calculation of tidal and wave-induced 
currents has very important role on topographic changes of intertidal flats.  

 
Key Words: intertidal flat, tidal currents, wave-induced currents, wave forcing term, topographic 
change model, WD-POM  
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1. 緒 論 

 

干潟は，内湾の水質改善や生態系維持という点で非常

に重要な役割を果たしているという指摘が数多くなされ

ている．そうした指摘にもとづいて，近年では人工干潟

の造成が全国各地で行われるようになった．干潟の動的

安定性を保ち，その形状や底質組成を維持していくため

には，干潟の底質移動を詳細に明らかにして，その地形

変化を予測する手法を確立することが必要となる．古川

ら（2000）は，東京湾の盤洲干潟において現地観測を行

い，波によって巻き上げられた底質が潮流と吹送流によ

って移流されると指摘し，深浅測量データとあわせて底

質の移動量を算定した．柿木ら（2003）は，有明海の白

川河口干潟において詳細な現地観測を行い，観測結果と

2 次元の数値計算の結果から，平均水面の季節変動パタ

ーンと干潟地形の季節変動パターンが一致していること

を示した．山田ら（2007）は白川河口干潟で詳細な現地

観測を行い，白川干潟の底質輸送においては潮汐と河川

からの土砂供給の影響が大きいと指摘している．栗山・

橋本（2004）は，有明海の白川河口干潟において，長期

間にわたる深浅測量データや波浪データから干潟の土砂

収支を算定した．しかしながら，現地観測データだけか

らでは広範囲かつ任意の時間の底質移動量を把握するこ

と，ならびに地形変化の将来的な予測を行うことは困難

である．このような問題にアプローチするためのツール

として，数値流体モデルにもとづいた干潟の地形変化予

測モデルがいくつか提案されるようになったが，全ての

要素を包括した総合モデルで，かつ十分な検証を行った

信頼性のあるモデルというのは存在していないのが現状

である． 

干潟に限らず，地形変化を計算するためには底質フラ

ックスの向きと絶対値を精確に計算する必要があり，そ

のためには底面せん断応力を精確に見積る必要がある．

鉛直平均された 2 次元モデルでは流れの鉛直分布が得ら

れないため，断面平均流速から，あるいは流れの鉛直分

布を仮定して底面せん断応力を算定することになる．し

かしながら，こうした手法は任意の地形における流れに

は適用が難しく，底質輸送量の評価精度を落とすひとつ

の要因である．従って，地形変化を精度よく計算するた

めには 3 次元の流動モデルが必要であり，近年ではそう

したモデルがいくつか提案されている．干潟を対象とし

てはいないが，黒岩ら（2007）や加藤・山下（2004）は

3 次元モデル流動モデルに基づいた地形変化モデルを提

案し，定性的な地形変化の再現を行っている．しかしな

がら，定量的な検証等の問題点が残されている．鵜﨑・

栗山（2007） は，干潟の底質輸送と地形変化においては

潮流が支配的要因であると考え，Uchiyama (2004，2005) 

が開発した POM (Princeton Ocean Model；Blumberg and 

Mellor, 1983) をベースとする泥やシルトの凝集性土砂

の 3 次元底質輸送モデル「WD-POM」を有明海の白川河

口干潟に適用し，潮流による凝集性土砂の輸送ならびに

干潟の土砂収支の算定を行った．WD-POM は，POM を

ベースにしているため潮流や吹送流場の再現性には信頼

性がある．また，σ座標を用い，干出・冠水スキームが

導入された移動境界モデルであるとともに，底面の抵抗

係数の算定において拡張対数則を導入していることから，

干潟のような極浅海域の流れ場の計算に適している．

POM の移動境界モデルは Uchiyama (2004，2005) とほぼ

同時期に論文として発表されているが，コードとしては

2008 年に pom8.f としてオープン化されたばかりである．

さらに WD-POM は，移流拡散方程式と凝集性土砂の巻

き上げ・沈降サブモデルによって凝集性土砂の輸送を計

算することが可能である．本論文の後章で述べるように，

この WD-POM を用いた白川河口干潟での計算結果は，

静穏時の潮位，底層の潮流速， SS 濃度に関して，中川

（2002，2003）の観測結果と良好に一致した．従って，

静穏時には潮流が支配因子となり，このモデルによって

凝集性土砂の巻上げと輸送をある程度精度よく計算でき

ることがわかった． 

しかしながら，前述した山田ら（2007）は，観測結果

から白川干潟の底質輸送について潮流と白川の河川流出

による影響が支配的であると結論付けながらも，潮間帯

上での流速や濁度の時系列を比較すると，台風時に高波

浪が継続して発生した時にもそれらの値が非常に大きく

なるとも指摘している．確かに現地では，満潮の高波浪

時に相当量の底質が巻き上げられ，輸送されているよう

に見受けられる．とくに満潮の暴浪時には大きな底質輸

送と地形変化が生じるものと考えられ，そうした場合に

は潮流だけでなく風波による巻き上げと風波によって駆

動される海浜流による輸送も考慮する必要があると考え

られる．潮流と海浜流は同時に計算されるべきものであ

るが，同時計算の効果について十分に検証した研究例は

ない．海浜流を計算するためには，Longuet-Higgins & 

Stewart（1962）が提案したラディエーション・ストレス

を用いるのが一般的であるが，このストレスは基本的に

は鉛直積分形であり，3 次元モデルに適用するには，鉛

直分布を考慮した形で導入する方が望ましい．この問題

に対して，熊田（2002）や信岡ら（2002）は，各水深レ

ベルにおいて流速や圧力のパラメターを平均流，波動，

乱れ成分に分けて一周期平均することで 3 次元のラディ



鵜﨑賢一・栗山善昭 

 - 42 -

エーション・ストレス項を有する平均流の方程式を提案

しているが，動圧項の取り扱いなどに若干の疑問がある．

また，Xia et al.（2004）は積分する前の水深依存形のラ

ディエーション・ストレスに微小振幅波理論を適用して

海浜流の計算を行っているが，砕波帯内の鉛直循環流の

向きに疑問が残されている．従って，十分に満足のいく

鉛直分布モデルというのは提案されていないというのが

現状である．さらに，ラジエーション・ストレスに波と

流れの相互作用の効果をより精確に取り込む必要性も指

摘されてきた．Grant & Madsen (1979) は，この相互作用

によって底面せん断応力が増加することを指摘しており，

とくに漂砂量を計算する場合などにはこの作用をより精

確に考慮する必要がある．Newberger & Allen (2007a，b) 

は，鉛直一様モデルではあるが，波によるレイノルズ応

力をもとに波と流れの相互作用を渦度の形で明示的に取

り込んだ body force term と砕波による駆動力項を含んだ

wave forcing term を提案した．そして 3 次元流動モデル

に導入して数値計算を行い，現地観測結果と比較してそ

の検証を行っている． 

また，干潟は砂質干潟から泥質干潟まで含泥率によっ

て底質特性が大きく異なる．本論文の現地計算で対象と

している白川河口干潟においても底質の含泥率が低い領

域が多いために，その地形変化を精確に計算するために

は砂の輸送モデルも導入する必要がある．干潟の砂は静

穏時には掃流砂として，暴浪時には掃流砂と浮遊砂とし

て輸送されると考えられることから，その双方を考慮で

きるモデルが望まれ，潮流と海浜流，風波による巻上げ

を考慮するためには，平均流と振動流を同時に考慮でき

るモデルが有効となる． 

そこで本研究では，WD-POM に Newberger & Allen 

(2007a，b) が提案した wave forcing term と波浪モデルを

導入し,まず風波によって駆動される海浜流を計算でき

るようにモデルの改良を行った．さらに，乱れエネルギ

ーの輸送方程式の境界条件に水面の乱れを考慮し,地形

変化を波浪場にフィードバックさせるよう改良を行った．

また，浮遊砂と掃流砂，ならびに平均流と振動流を同時

に考慮できる漂砂量モデルであるBailardモデル (Bailard，

1981) を導入した．そして，改良モデルの妥当性を検証

するために，離岸堤背後の流れ場と地形変化について計

算を行い，既往の実験結果と定性的な比較を行なうとと

もに，一様勾配海浜における斜め入射波による沿岸漂砂

の計算を行い，CERC 公式による沿岸漂砂量と定量的な

比較検討を行った．最後に有明海の白川河口干潟に適用

し，その流れ場と地形変化を計算して干潟の地形変化の

再現性を調べ，改良モデルの妥当性について検討を行っ

た．さらに，潮流のみ，海浜流のみ，潮流と海浜流の重

合計算をそれぞれ行い，干潟の地形変化における潮流と

海浜流の重合計算の重要性について検討を行なうととも

に，干潟上の土砂収支について，栗山・橋本（2004）に

よる算定結果との比較検討を行った． 

 

2. 凝集性土砂の3次元底質輸送モデル「WD－POM」

の概要 

 

既存の WD-POM は，3 次元のσ座標系海洋流動モデル

（POM）に WDP 法にもとづく干出・冠水スキームを加

え，極浅海域においても底面の抵抗係数の算定が可能と

なるように拡張対数則を導入し，移流拡散方程式と泥や

シルトのような凝集性土砂の巻上げ・沈降モデルに基づ

いた底質輸送モデルを組み合わせたモデルである．モデ

ルの概要を以下に示す． 

POM は，Boussinesq 近似，静水圧近似の 3 次元

Navier-Stokes 方程式と，連続式を基礎式として，水平渦

動粘性係数に Smagorinsky 型モデル，鉛直渦動粘性係数

にレベル 2.5 乱流クロージャーモデルを用いたマルチレ

ベル・モデルである．水平（x, y）方向には海岸線の形状

に沿って計算グリッドを設定できる直交曲線座標系を，

鉛直方向には不規則な海底地形を考慮できるσ座標系を

用いる．詳細は Blumberg and Mellor (1983)あるいは POM 

user’s manual を参考にされたい．ここではその概要を記

す．水平方向の基礎方程式は以下のように表現される． 
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・x 方向運動方程式 
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・y 方向運動方程式 
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・q2 輸送方程式 
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・q2l 輸送方程式 
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ここに，U，V，ω：x，y，σ 方向流速，f：コリオリパラ

メータ，g：重力加速度，ρ0：基準海水密度，ρ：鉛直積

分する前の海水密度，η：水面変位，D：全水深＝H+η，

KM 渦動粘性係数，KH，Kq：スカラーおよび乱れの渦動

拡散係数，B1，E1，E3：クロージャーモデル定数，q2：

乱れエネルギー（TKE：Turbulence Kinetic Energy），l：

乱れの長さスケール（乱流マクロスケール）である．こ

こでωはσ 面の法線方向流速であり，デカルト座標系（z

座標）では式（6）中の W のように定義される． 

 

・鉛直流速（z 軸方向流速） 
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また，式中で「~」を付した変数は以下の式（7），（8）

のように表現される． 
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ここに，κ：Karman 定数（=0.4），cs：音速であり，L は

以下の式（9）のように表現される． 

 

zH
1

z
1

L
1

−
+

−
=

η
                （9） 

 

また，式（2）～（5）中の Fx，Fy，Fq，Fl，FC は水平拡

散項を示しており，それぞれ式（10）～（12）のように

表現される． 
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ここで，φ は q2，q2l および C を意味するダミー変数であ

り，上式中のτxxなどは以下のように記述される． 
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AM：水平渦動粘性係数，AH：水平拡散係数（本研究では

AM =AH）であり，これらは式（15）で表現される

Smagorinsky 型のモデルを用いて計算される． 
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Cm は定数（Smagorinsky 定数）であり，ここでは標準的

な値（=0.20）を使用した．また，Δx，Δy は x，y 方向の

格子間隔を表しており，水平方向の平均流速のみから AM

が決定されているという点で，通常の Smagorinsky モデ

ルとは異なる． 

差分スキームとしては，時間的には 2 次精度の

Leap-frog 差分を，空間的には 2 次精度の中央差分を用い

ている．移流項については 2 次精度の中央差分，1 次精

度の風上差分，数値拡散を抑えた MPDATA スキームか

ら 1 つを選択できるようになっているが，本研究では標

準的な中央差分スキームを用いている．また，運動方程

式，スカラーの移流拡散方程式中の鉛直拡散項に関して

は陰形式で展開し，Thomas 法を用いて解を求めている．

さらに mode-split 法を用いることにより，進行速度の速
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い水表面の重力波に関しては時間刻みを小さく取り，進

行速度の遅い内部波については時間刻みを大きく取るこ

とができるように設計されている． 

干出・冠水スキームは，Wet-dry Point 法（WDP 法）を

用いている．これは海-陸境界を時間ステップ毎に追跡計

算する方法である．WDP 法は，潮間帯を含む海域の 2

次元的な流動計算に対してよく用いられている

（Leendertse, 1970，1987；Flather and Heaps, 1975；Ip et al., 

1998）．WDP 法を 3 次元に拡張することは比較的容易で

ある（TRIM：Casulli and Cheng, 1991；Cheng et al., 1993；

Casulli and Cattani, 1994，Hervouet and Janin, 1994）が，安

定な計算を行うためには海-陸境界を特定するための最

小水深を 0 ではない有限値に設定する必要がある

（Davies et al., 1997；Lin and Falconer, 1998）． 本研究で

は，Hubbert and McInnes（1999），Xie et al.（2003）によ

り干出・冠水スキームを構築した．但し，Ip et al.（1998）．

Zheng et al.（2003）のモデルに用いられる粘性底層の考

えを冠水過程に導入し，計算の安定化を図った．全計算

グリッドにマーカーを配し，干出と判定されたら 0，冠

水と判定されたら 1 となるようなパラメターを作成する．

グリッドの水深が 0 以下になると計算が破綻するため，

ある基準水深 d0を設け，計算ステップ毎に水深を監視す

る．2D モードの計算において水位ηの計算が完了した時

点で，全計算グリッドに対して水深チェックを行う．そ

して計算グリッド中央の水深 Di,j（=hi,j+ηi,j）が d0以下に

なった場合，① 隣接する 4 つのグリッド中央の水深が D

より小さい場合，または陸域である場合は干出グリッド

と判定し，マーカーを 0 にする．② それ以外の場合は冠

水とし，マーカーを 1 にする．③ 干出と判定されたグリ

ッドは陸域マスク（fsm）の値を 0 とし，水位・2 次元お

よび 3 次元流動・乱流統計量・浮遊土砂計算から除外す

る．④ 干出グリッドのηi,j を記憶し，次回冠水時の水深

チェックに用いる．⑤ Di,j が基準最小水深 Dmin より小さ

くなった場合は Di,j=Dminとする．⑥ 前の時間ステップに

おいて干出していたグリッドが冠水した場合は，土砂濃

度 C に隣接する Wet グリッド（最大 4 つ）の平均値を代

入する．といった手順で干出・冠水を表現する．本手法

においては，海-陸境界では境界面に対して法線方向のフ

ラックスはゼロ，平行方向のフラックスはハーフスリッ

プ条件を与えたことと等価になる．この WD モデルは極

めてシンプルであり，流動モデルの 1 サブルーチンとし

て数回呼び出されるだけである．また，手順 5.において

Dmin=0 の場合には定義により質量保存を完全に満たす．

Dmin≠0 の場合は計算領域全体の質量保存を満たさなくな

るが，格子間隔や時間刻みが大きい場合は急激な水位の

低下が発生することがあり，Dmin>0 であるほうが安定に

計算を進めることが可能である．その意味で，物理的に

は Dmin=0 であることが望ましいが，大領域の計算を行う

場合は Dmin>0 であるほうが好ましく，計算時間とのトレ

ードオフで選択すればよい．つまり本 WD モデルは，パ

ラメータ Dmin を調整することにより，質量保存を重視し

た計算と安定性を重視した計算を適宜実施できることに

なり，従来のモデルと比較して著しい汎用性を有する．

なお，本研究では，Dmin=30cm としている． 

凝集性土砂輸送モデルは，移流拡散方程式を流動モデ

ルに組み込み，海底面境界条件および方程式中の鉛直移

流項を通じて底質の再懸濁および沈降過程を考慮してい

る．輸送方程式は水平直交デカルト座標系・鉛直σ座標

系において以下のように表現される． 

 

・凝集性土砂濃度輸送方程式 
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ここに，C：浮遊土砂濃度（g/L=kg/m3），Ws：沈降速度

（m/s）であり，水平拡散項 Fc は式（12），（14）と同様

に表現される．海表面および海底面における境界条件は

次のように表される． 
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        （18） 

ここに，Er：再懸濁フラックス（kg/m3･m/s），Dp：沈降

フラックス（kg/m3･m/s）である．これらの海底面におけ

るフラックスを求めるためには，底面せん断応力をまず

求める必要がある． 

 
*ub ρτ =                           （19） 

( )0zzlnu*u κ=                     （20） 

ここで,τb：底面せん断応力，u*：摩擦速度，u：水平合

成流速の絶対値である．海底面におけるフラックスは，

τbを用いて次のように求められる． 
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dP PCWsD =                                 （22） 

τce：侵食が生じる最小の底面せん断応力，Pe：侵食速度

係数，Pd：堆積ポテンシャルである．Pd に関しては次の

2 通りの求め方が提案されている．まず，Krone（1962）

によるモデルは式（23）で示される． 
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        （23） 

 

ここに，τcd：堆積を生じさせる底面せん断応力の最小値

である．これに対して，Partheniades（1992）は式（24）

で示されるモデルを提案している． 

 

χ
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⎟：ダミー変数であり，Y は以下のように表される． 
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        （25） 

 

τb, min：Pd≤1 となる底面せん断応力の最小値である．Pd

に関する上式は次のように簡略化することができる． 
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  （26） 

 

ここで， 

 

( ) 1
t Y3327.01z −+=                        （27） 

 

である．Krone 式と Partheniades 式の相違点は，底面せん

断応力が小さい場合に Partheniades 式のほうが Krone 式

よりも大きな堆積フラックスを生じさせること，および

Partheniades 式では底面せん断応力が大きい場合でも若

干の堆積フラックスを許容することである． 

 沈降速度 Ws は，流体のシアと凝集性土砂（泥・シル

ト）の凝集過程を考慮した Burban et al.(1990）の実験式

から同定する． 

 

( )βα CGWs =                    （28） 

 

G：次式で表現される鉛直シア，α，β：定数である．塩

水環境下において，Ws を m/day，C を mg/L，G を dyne/cm2

で表すとき，定数の値はα =2.42，β =0.22 である． 
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ρ             （29） 

 

なお，モデル中のパラメターは，McDonalds and Cheng

（1997），Inagaki（2000），Hydroqual（2002）を参考に

決定した． 

 

3. WD-POMの改良  

 

3.1 wave forcing term の導入   

 風波によって駆動される海浜流と砂の輸送を計算する

ために，WD-POM の改良を行った．海浜流を計算するた

めには，Longuet-Higgins&Stewart（1962）が提案したラ

ディエーション・ストレスを用いるのが一般的であるが，

波と流れの相互作用の効果をより精確に考慮する必要性

が Hasselmann（1971），Mei（1989）あるいは Smith（2006）

などによって指摘されてきた．Grant & Madsen（1979）

は，この相互作用によって底面せん断応力が増加するこ

とを指摘しており，とくに漂砂量を計算する場合などに

はこの作用を考慮する必要があると考えられる．そうし

た指摘にもとづいて，Newberger & Allen（2007a，b）は

波のレイノルズ応力をもとに波と流れの相互作用を

vortex force term として渦度の形で明示的に取り入れた

wave forcing term を導出し，3 次元流動モデルに取込んで

現地適用を行った．そして，DUCK94 の観測結果と計算

結果の比較を行い，その妥当性を検討している．この

wave forcing term は，波のエネルギーの空間勾配にもと

づく項と波と流れの相互作用を示す vortex force term と
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からなる body force term，ならびに砕波による表面せん

断応力の項で構成されている．まず body force term の概

要を以下に示す．詳細は Newberger & Allen（2007a，b）

を参照されたい．この body force term は，式（30）の右

辺最後に現れる流れを駆動する力の項 Fb
x，Fb

y として作

用する．Fb
x，Fb

y は，波によるレイノルズ応力に連続式

を適用し，式（31）の形で求められる．さらに，波動流

速に式（32）に示す複素流速を導入して式展開し，σ座

標系に変換すると式（33）の形となる．ここで Lw を波の

長さスケール，LB を平均流の流さスケールとしてε＝Lw 

/ LB≪1，θは位相関数，i は虚数単位である． 

 

・流れの基礎方程式 
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 （30） 

 

・wave forcing term / body force term 
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( ) ( ) ，rr
y
w

x
ww /El,/EkM,MM ωω==  

( ) 222 KhHK Br ηω +== ， 2/AAE *=  

 

式中， Ua，Va は断面平均流速である．E は波のエネル

ギー，k，l は各方向の波数，ωr は相対振動数，Mw は波

による運動量，H0 は水深，ηB はセットアップ量，A は

振幅，A*は共役振幅を示す．D は全水深で h+ηB，

K=(k2+l2)1/2 で表される．Gx，Gｙは水平拡散項を示す． 

式（33）からわかるように，Ua，Vaは断面平均流速で

あることから，このモデルも一般的なラディエーショ

ン・ストレスと同様に鉛直方向に一様な形となっている．

熊田（2002）や信岡ら（2002）は各レベルの流速や圧力

のパラメターを平均流，波動，乱れ成分に分けて一周期

平均することで鉛直分布を考慮したラディエーション・

ストレス項を有する平均流の方程式を提案しているが，

動圧項の取り扱いに若干の検討の余地が残されている．

また，Xia et al.（2004）は積分する前の水深依存形のラ

ディエーション・ストレスに微小振幅波理論を適用して

海浜流の計算を行っているが，砕波帯内の流れが表層で

沖向き，底層で岸向きとなる鉛直循環流が形成されてお

り，その適用には慎重にならざるを得ない．従って，十

分に満足のいく鉛直分布を考慮したモデルというのは提

案されていないというのが現状である．またラジエーシ

ョン･ストレスは，底質移動が重要となる砕波帯内では浅

海波として流速振幅同様に鉛直一様に近くなると考えら

れる．また平均流の方程式においてはその空間勾配をと

った形で現れるため，その段階ではより一様性が高くな

ると考えられる．そこで本モデルでは，Newberger・Allen

（2007a, b）の式（33）をそのまま用い，鉛直一様の形で

適用した．なお，式（33）は vortex force term を含むため，

条件によっては流れ場が大きく乱れて計算が発散するこ

とがある．それを防ぐために，本モデルでは対象セルと

その四方隣のセルの値を用いて空間的な平滑化をかけて

いる． 

砕波によるせん断応力項は，式（34）下段で示される.

波浪場の計算から得られた散逸率εd をもとにせん断応

力を算定し，上段に示される形で最上層の基礎方程式中

に導入した． 
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            （34） 

 

ここで，KMは鉛直渦動粘性係数，εdは砕波によるエネル

ギー散逸である．式中のu，vは，それぞれx，y方向の表

層流速である． 

波浪場の計算には，高山ら（1991）による砕波減衰，

間瀬ら（1999）による回折項を導入したエネルギー平衡

方程式を用いた．このエネルギー平衡方程式では，堤体

から逆方向に計算することで反射波の計算も考慮できる

ように改良されている．計算領域の沖側開境界で

Bretschneider-光易スペクトルと乱数によって求めた位相

によって不規則波を計算して与え，計算結果として得ら

れた有義波高，有義波周期およびエネルギー散逸率を用

いて式 （33），（34）の各パラメターの値を求めた． 

 
3.2 乱れ輸送方程式の境界条件の改良 

さらに，Newberger・Allen（2007b）にもとづいて，乱

れエネルギーq2の輸送方程式の水面における境界条件を，

砕波による表面せん断応力と水面粗度を用いて改良し，

q2lの方程式におけるwall proximity functionも水面と底面

の粗度を用いて改良した．wall proximity functionとq2，q2l

方程式の境界条件を，式（35），（36）に示す．水面と底

面の粗度はMellor（2002）をもとに決定されている．a は

Newberger・Allen（2007b）により100とした．KQ はq2 に

対する渦動粘性係数である． 
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zs，zb : surface and bottom roughness lengths 

 

q2，q2l 方程式の境界条件 
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3.3 漂砂量モデルの導入 

 干潟は砂質干潟から泥質干潟まで幅広く存在し，砂と

泥・シルトとでは密度と粒径，凝集性による沈降速度の

違いなどによって，同じ底面せん断応力でも巻き上げ・

沈降量が大きく異なるために，底質の輸送量も大きく異

なる．本研究で対象としている白川河口干潟は有明海の

干潟としては含泥率が低い部分があり，河口周辺では

50%以下である．そこで，干潟の地形変化を計算するた

めには砂の輸送モデルの導入が必要となる．そこで本研

究では，浮遊砂と掃流砂，振動流と平均流を同時に考慮

でき，比較的広く用いられている Bailard モデルの導入を

行なった．Bailard（1981，1982）は，Bagnold（1963，1966）

によって提案された一方向流における底質輸送量のパワ

ーモデルを，波と流れが共存する場での漂砂量公式に発

展させた．モデルは，浮遊砂量と掃流砂量の瞬間値 qs(t)

と qb(t)をベクトル合成することで得られ，平均漂砂量は

それらを時間平均することで求められる．白川河口干潟

では，浮遊砂のみならず掃流砂の影響も非常に大きいと

いう指摘があることから，両者を同時に考慮できるとと

もに，潮流と風波の影響を平均流速と振動流速という形

で取り込める漂砂量モデルであり，今日比較的広く用い

られているモデルとして本モデルを採用した．Bailard モ

デルを式（37）に示す．式中のεs，εB は浮遊砂と掃流砂

の交換係数であり，既往の計算結果で用いられた値や本

計算結果の妥当性を検討しながらそれぞれ 0.025，0.05

とした．Cf は，底面の摩擦係数であり，本計算では 0.005

とした．Ws は底質の沈降速度であり，式（38）で示され

る Rubey 式を用いて算定した．s’は底質の水中比重，φ

は底質の内部摩擦角であり，本計算では 32°とした．tan 

b は海底勾配，i bは勾配方向の単位ベクトル，u(t) は平

均流速を考慮した底面近傍の水粒子速度の瞬間値である．

また，d は底質の粒径，ν は水の動粘性係数である．  

 

Bailard 式： 
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Rubey 式： 

( ) ( ) ( ) 3
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    （38） 

 
本計算では，u(t) に関して波による振動流速は考慮し

ていない．振動流速を考慮することで，波高分布を漂砂
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量により直接的に反映させることができると考えられ，

微小振幅波理論から底面における振動流速を求めてu(t) 

に挿入する方法や，渡辺モデル（1984）や，デルフト3D

モデルで用いられる浮遊砂フラックスと掃流砂の混合モ

デル等を用いる方法を現在検討中である．但し，現行の

手法でもある程度の地形変化の再現という点に関しては

可能であることから，現段階ではこの手法を採用してい

る．またBailardモデルは，流速の3乗および5乗といった

高次項に依存するため，流速場の局所的な変化によって

非常に大きな漂砂量を算出することがある．従って，こ

こでは対象セルとその四方隣のセルの漂砂量を用いて対

象セルの漂砂量を求めるという平滑化を行なっている．

さらに，現地の底質の含泥率を考慮するため，白川河口

干潟を対象とした計算においては，中川（2003）を参考

にして凝集性土砂の底面における鉛直フラックスに含泥

率γを乗じるとともに，漂砂量フラックスには（1－γ）

を乗じることとした． 

 
3.4 地形変化の波浪場へのフィードバック 

干潟は干満による汀線位置の変化が大きく，沖波に変

化がなくても波高分布は時々刻々変化する．とくに現地

計算で対象としている有明海では干満の潮位差が非常に

大きいために，砕波位置も大きく変化する．従って，エ

ネルギー平衡方程式を用いて波浪場の計算を行い，それ

を3次元計算の internal modeの計算ループに挿入して

internal step毎に計算し，汀線変化と水深変化を波浪場へ

フィードバックできるように改良した．本論文の計算で

はいずれも1時間毎に波浪場の計算を行っている． 

                    

4. 海浜流による砂の輸送計算に関する検証 

 

4.1 離岸堤背後の流れ場と地形変化に関する検証計算

の概要 

海浜流と砂の輸送とそれによる地形変化に関して，改

良モデルの検証として離岸堤背後の流れ場と地形変化に

ついて計算（Run 1）を行い，既往の実験と定性的な比較

を行った．図-1に，離岸堤背後の流れ場に関する池野ら

（1993）の実験結果を示す．図から，離岸堤背後では，

波の回折によって，離岸堤中央部で汀線から離岸堤に向

かう沖向き流れとなる1対の水平循環流が形成されるこ

とがわかる．この循環流によって，離岸堤背後には舌状

砂州が発達し，やがてトンボロに発達するものと考えら

れる．清水ら（1995），Shimizuら（1996）は鉛直積分さ

れた2次元流動モデルと渡辺モデルによる「3D-SHORE」

によって離岸堤背後の舌状砂州の発達を計算している． 

表-1にRun 1の計算条件を示す．Run 1では，沖側境界

から岸向きにx軸，沿岸方向にy軸を設定し，x方向に1600 

m，y方向に2000 mの矩形領域を計算領域とした．簡単の

ために，y方向の両側境界は壁面とした．計算領域中央部

の，汀線から約600 mの位置に，幅約600 mの離岸堤を設

置した．沖側境界において，有義波周期10 s，有義波高2 

mの不規則波を直角入射させた．層数は10層とした．計

算開始から6 時間まで，作用応力を徐々に増大させる助

走計算を行った．助走計算終了後，地形変化の計算を開

始することとした．簡単のために，離岸堤ならびにy軸の

両端面では反射率を0とした．図-2に，t = 0 s における波

高分布を示す．コンターからもわかるように，沖側境界

から1000 m 付近に砕波点が存在し，これより岸側では砕

波による表面シアが作用していることになる．また，離

岸堤背後では波高の減衰と緩やかな回折が認められる． 

 

4.2 計算結果と実験結果の定性的比較 

図-3に，t＝86400 s（1日後）における断面平均流速ベ

クトルを示す．図から，離岸堤背後では，中央部で離岸

堤に向かう沖向き流れとなる1対の水平循環流が形成さ

れていることがわかる．また汀線近傍では，中央部に向

かう収束流が形成されていることがわかる．現地スケー

ルでの観測結果がないため定量的な検討はできないが，

図-3に示される水平循環流の形成は，図-1に示した実験

結果と定性的には一致する．図-4に，x方向の流速の鉛直

分布を示す.図から,砕波帯内で水平循環流が形成されて

いない領域では，表層で岸向き，下層で沖向きとなる鉛

直循環流が形成されていることがわかる．また水平循環

流が形成されている領域では，表層から底層まで同一方

向の流れ場となっている．砕波帯外でも表層では岸向き

流れが形成されているが，底層では沖向き流れは生じて

いない．図-5（a）～（d）に，t＝86400，259200，432000，

777600 s における水深分布を示す.図から,（a）では双

頭型に初期の舌状砂州の発達がみられる．やがて（d）で

は汀線近傍の収束流と離岸堤中央部の沖向き流れによっ

て，1本の舌状砂州が発達していく様子がわかる．また，

離岸堤のすぐ背後では沖向き流れが急速に減速するため，

この領域でも底質の堆積が認められる．計算が進めば，

これらが連結してトンボロ地形に発達するものと考えら

れる．離岸堤両端外側に見られる小さな堆積は，離岸堤

背後の水平渦の終端がこの付近にあって流れが減衰する

場所となっているため，流速に強く依存する漂砂量フラ

ックスも急速に減衰した結果生じている．図-6に，t＝

777600 s における断面平均流速ベクトルと水深のコン

ター図を示す．図から，舌状砂州の形成に伴い水平循環 



潮流と海浜流による砂と凝集性土砂の底質輸送と干潟の地形変化に関する 3 次元数値モデルの開発と現地適用 

- 49 - 

 
 

図-1 離岸堤背後の流れ場に関する実験結果（池野ら，

1993） 

 

表-1 検証計算の計算条件（Run 1） 

nx 41 Hin 2.0 m
ny 51 Tin 10.0 s
nz 10 θ 0.0 °
dx 40 m
dy 40 m
dti 1.0 s
dte 0.1 s

tanβ 1/100  
 

 

 

図-2 初期波高分布 

 

流の間隔がやや広がっていることがわかる．汀線近傍で

は舌状砂州の根元で流速ベクトルが示されず，この領域

が干出していることがわかる． 

 

4.3 沿岸漂砂量に関する検証計算の概要と計算結果 

一様勾配斜面上の斜め入射波による底質輸送の計算 

 

 

 

図-3 断面平均流速ベクトル（Run 1，t＝86400 s） 
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図-4 流れの鉛直分布 

 

（Run 2） を行い，全沿岸漂砂量について CERC 公式と

の比較を行った．Run 2 の計算領域は，Run 1 の計算領域

において離岸堤をなくし，y 方向の両側境界を周期境界

としたものである．沖側の開境界において，有義波周期

10 s，有義波高 2.0 m の不規則波を 45°の入射角で入射さ

せた．計算開始から 6 時間まで助走計算を行った．  

図-7 に，t＝86400 s（1 日後）における，y＝500，1000，

1500m での断面平均流速の岸沖分布を示す．x 軸は岸沖

方向距離，y 軸は沿岸流速を示し，x＝0 が沖側境界，x

＝1600m が汀線である．図から，全域で y 軸負向きの沿

岸流が形成され，砕波点のやや岸側で急激に大きな沿岸

流速が生じることがわかる．斜め入射波であるため，表 
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（a）t = 86400 s            

 

（b）t = 259200 s 

  

 

 

図-6 断面平均流速ベクトル（Run 1，t＝777600 s） 

 

（c）t = 604800 s 

 

（d）t = 777600 s 
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図-7 沿岸流速の岸沖分布（Run 2） 

 

層では岸向き成分，底層では沖向き成分の流れも形成さ

れているが，断面平均をとるとそれらはほぼ相殺されて
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図-5 地形の時間変化（Run 1） 
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いる． 

 式（4）に全沿岸漂砂量についての CERC 公式（栗山，

2006；合田，2001）を，容積表示で示す．ここで，Kcは

CERC 公式の定数であり，0.385 とした. Hb は砕波点にお

ける有義波高，cgbは群速度，s は海水に対する底質の密

度比，λは底質の空隙率であり，0.4 とした． 

 

( ) bb
b

2
bc

0 cossin
1s8

cgHK
Q αα

λ−
=          （39） 

 

本計算における砕波点での諸量と式（4）を用いると，全

沿岸漂砂量は0.654 m3/sとなる．Run 2の計算結果におい

て，y＝1000 mの位置で沖側境界から汀線までの沿岸漂砂

量を積分すると0.567 m3/sという結果となる．前者が移動

限界水深から汀線までの全沿岸漂砂量と考えると，後者

の計算結果は比較的良好な値といえる． 

以上の結果から，本モデルは砕波帯内の海浜流ならび

に底質輸送をある程度精確に再現できることがわかる． 

 

4.4 改良モデルの適用範囲 

 改良モデルは，潮流と海浜流による凝集性土砂と砂の

輸送と地形変化を計算することが可能である．WD-POM

は,もともと干潟を対象としたモデルであるが，一般的な

砂質海浜と干潟は基本的には底質粒径と勾配が異なるだ

けであることから，前者にも十分適用可能である．実際，

海浜流による砂の輸送とそれによる地形変化に関する定

性的な検証計算として離岸堤背後の舌状砂州の発達過程

の計算を行っており，これは一般的な砂質海浜でよく用

いられる侵食対策工の一例である．また定量的な検証計

算についても,一般的な一様勾配の砂質海浜を想定して

いる．但し，現段階では様々なパラメターの限界値は確

認していない．また，凝集性土砂と砂の粒径についても

それぞれ単一粒径としており，粒径分布の考慮について

は今後の改良点である． 

 

5. 改良モデルの現地適用による検証 

 

5.1 白川河口干潟の地形変化と土砂収支に関する既往

の研究例 

  改良した WD-POM を現地適用して現地データでの総

合的な検証を行うとともに，潮流と海浜流の重合計算の

重要性についての検討，ならびに栗山・橋本（2004）に

よる土砂収支量の算定結果との比較検討を行うことを目

的として，有明海の白川河口干潟を対象とした計算を行

った．まず白川河口干潟の地形変化について， 栗山・橋

本（2004）の研究結果を概説する．彼らは，1976 年から

2003 年までの深浅測量データをもとに，図-8（b）に矩

形の実線で示す解析領域において土量変化を求めた．図

-9（a），（b）に，2000 年 8 月における地形データと 2000

年 8月から 2002年 6月までの地形変化量の空間分布を示

す．（a）から，白川河口を中心に扇形に水深の浅い領域

が広がるとともに，河口から沖向きに 1 本の澪筋が形成

されていることがわかる．（b）ではその澪筋に堆積が認

められ，最大でおよそ 1.2 m にもなることがわかる．し

かしながら，全体的には侵食を示す青色の部分が多く見

られる．彼らはまた，波浪データから沿岸漂砂量を算定

し，末次ら（2002）による白川河口近くでの浮遊土砂量

の観測結果などを元にして河口からの流出土砂量を算定

し，地形変化量とから解析領域における年間の土砂収支

量を見積もった．その結果を図-10（a），（b）に示す．白

川からの流出土砂量の変化に従って，（a）1993 年以前，

（b）それ以後についてそれぞれ土砂収支を求めており，

その結果によれば，1993 年以前では領域全体で 24.9 万

m3/yr の堆積，それ以降では 25.9 万 m3/yr の侵食となって

いる． 

 

5.2 現地適用計算の概要 

図-11 に，有明海と白川河口干潟を対象とした計算領

域を示す．まず大領域として橘湾の沖合いを開境界とし

た有明海全体の計算を行い，得られた潮位データを線形

補間して小領域の境界条件とした．大領域は，東向きに

x 軸，北向きに y 軸を設定し，小領域は，北向きに x 軸，

西向きに y 軸を設定した．大領域の境界潮位は，中川

（2003）によって調節された調和定数をもとに計算して

与えた．図中に灰色の実線で示された四角は，栗山・橋

本（2004）による深浅測量の範囲である．St.A は中川

（2003）による観測点を示す．小領域の計算では，末次

ら（2002）ならびに栗山・橋本（2004）を参考に，白川

河口の汀線位置において河川の流量（400m3/s）を流速に

換算して与え， さらに流量をもとにして流出土砂量なら

びにシルト濃度を与えた. 計算期間は，大領域・小領域

ともに 2001 年 10 月 25 日から 11 月 9 日までの 15 日間と

した．計算開始から 12 時間までの間は助走計算とし，助

走計算終了後から地形変化計算を開始した．図－12 に，

現地の含泥率の空間分布を示す．小領域の計算では，各

メッシュにおいて現地の含泥率のデータを与え，凝集性

土砂の底面における鉛直フラックスに乗じた．また，漂

砂量フラックスについては 1 から含泥率を引いた値を乗

じた．砂に関しては粒径 0.25mm，密度 2.65g/cm3，  
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（a）2000 年 8 月の地形データ 
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（b）2000 年 8 月から 2002 年 6 月までの地形変化量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b） 

図-8 解析地点と解析領域（栗山・橋本（2004）より引用） 

図-9 解析領域の地形データと地形変化量（栗山・橋本（2004）より引用） 

図-10 白川河口干潟における土砂収支（a）大規模出水があった場合（～1992 年），（b）大規模出水がなかった場合（1993

年～） 

24.9 万 m3/yr -25.9 万 m3/yr 
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図-11 現地計算の計算領域 

 

表-2 計算条件 
大領域 小領域

nx 90 55
ny 110 28
nz 11 6
dx 900 m 300 m
dy 900 m 300 m

時間間隔 dt 0.5 s 0.1 s

格子数

格子間隔

 
 

表-3 計算内容 

 
 

凝集性土砂に関しては密度1.20g/cm3とした．また,初期地

形データは2000年8月の深浅測量データを用いた．表－2

に計算条件を示す．Run 3として高波浪時を対象とした潮

流と海浜流の重合計算を行った．また，観測データとの

比較のためRun 4，5として静穏時を対象とした潮流のみ

の計算を行い，中川ら（2003）によるSt.Aでの観測結果

と比較検討を行った．さらにRun 6としてとして海浜流の

みの計算を行いそれぞれの計算結果の比較検討を行った．

最後にRun 7としてRun 3において含泥率を0としたもの， 

 

 

図-12 含泥率の空間分布 

 

表-4 荒天期間の設定 
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図-13 熊本港における有義波高・有義波周期の時系列

データ 

 

Run 8 として逆に 1 とした計算を行った．表－3 に計算内

容を示す．図-13 に，熊本新港における有義波高と有義

波周期の時系列データを示す．波浪場の計算に関しては，

熊本港における計算期間中の高波浪時のデータをもとに，

Run 3，6 において沖側開口部で x 方向に一様に波高 1.5 m，

周期 6.0 s，入射角 45°の入射波を与えた． 

 

5.3 潮流による凝集性土砂の輸送計算に関する検証 

図-14（a），（b）に，Run 4 における大潮の下げ潮時（t

＝425353 s）と上げ潮時（t＝451938 s）の潮流の断面平

均流速ベクトルを示す．（a）から，沖合いではやや南西

向き，汀線近傍ではほぼ西向きの流れが生じていること

がわかる．（b）では沖合いでやや北東向き，汀線近傍で

は東向きの流れが生じている． 

Run 1 定性的検証 海浜流 砂 離岸堤背後の流れ場と地形変化

Run 2 定量的検証 海浜流 砂 斜め入射波による沿岸漂砂

Run 3 現地適用 海浜流＋潮流 砂＋凝集性土砂 現地再現計算

Run 4 現地適用 潮流 砂＋凝集性土砂 q = 20 m
3
/s

Run 5 感度評価（現地）潮流 砂＋凝集性土砂 q = 400 m
3
/s

Run 6 感度評価（現地）海浜流 砂＋凝集性土砂

Run 7 感度評価（現地）海浜流＋潮流 砂

Run 8 感度評価（現地）海浜流＋潮流 凝集性土砂

月
日数 15 16 15 13 15 16 15 15 15 16 15 15
月

日数 15 16 15 16 15 15 15 16 15 15 15 16

：荒天期間

1 2 3 4 5 6

121110987
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図-15～17 に，St.A における Run 4 の計算結果と中川

ら（2003）による観測結果の比較を示す．図-15 は潮位

について，図-16 は底層の x，y 方向成分の潮流速につい

て，図-17 は，SS 濃度についての比較である．St.A は水

深がやや深いため，浮遊砂による濃度上昇は少ないと考

え，ここでは凝集性土砂の濃度を SS 濃度として比較を

行った．図において，灰色の実線が観測結果，黒の実線

が計算結果を示す．助走計算を行っているため，計算開

始直後は計算結果と観測結果は一致しないが，一日程度

経過するといずれのパラメターについても観測結果と計

算結果はよく一致するようになることがわかる．潮位に

ついては非常に高い精度で，また底層流速について

は ub，vbとも下げ潮最大時の流速値が若干過小評価

になるものの，それ以外は非常に高い精度で一致す

ることがわかる．SS 濃度は 2 日程度経過してから

両者が一致するようになる．計算期間後半において

若干一致精度が悪化する傾向にあるが，これは観測

結果においてノイズが非常に多いためであると考

えられる．この観測データのノイズがなにに由来す

るかは現在検討中である．しかしながら，最高・最

低濃度の値やそのタイミングなどはある程度良好

に一致する傾向にある．以上の結果から，静穏時に

おける潮流による凝集性土砂の巻き上げに関しては，

本モデルで現地観測結果をある程度良好に再現できるこ

とがわかった． 

 

5.4 改良モデルによる計算結果と観測結果の比較検証 

図-18（a），（b）に，Run 3 における干潮時（t＝438646 

s）と満潮時（t＝465230 s）の波高分布を示す．図から，

汀線の移動と地形変化に伴って，波浪場が大きく変化し

ていることがわかる．とくに，熊本新港より汀線側の領

域の変化が著しく，wave forcing term の分布に大きな影

響を与えている． 

図-19（a），（b）に，Run 3 における下げ潮時（t＝425353 

s）と上げ潮時（t＝451938 s）の潮流の断面平均流速ベク

トルを示す．図-14 に示した Run 4 の場合比較して，沖

合いでは定性的にも定量的にもさほど大きな変化はない

が，とくに砕波帯内では上げ潮時の岸向き流速が全体的

に大きくなり，流れの向きも変化していることがわかる． 

図-20（a），（b）に，2000 年 8 月と 2002 年 6 月の深浅

測量データから得られた解析領域内の地形変化量と Run 

3，4 の計算結果から算出した地形変化量を示す．（b）は，

表-4 に示すように荒天期間を仮定し，荒天期間は Run 3，

静穏期間はRun 4の15日間の計算結果から算定された地

形変化量をもとにして 2 年間の総地形変化量を求めたも

のである．（a）において，赤色は堆積域，青色は侵食域

を示している．図から，河口から沖に向かって周期的な

堆積・侵食領域が形成されていることがわかる．これは，

より解像度の高い地形図で確認するとわかるが，もとも

と 2000 年 8 月の地形が澪筋の蛇行によって侵食・堆積の

周期的な構造を有しているためであると考えられる．ま

た,熊本港の先端付近では緩やかな堆積領域が広がる一

方で，河口より北側の領域では侵食領域が広がっている．

凡例は 0 値でコンターの色をわけるために正の最大値を

負の最大値に一致させているが，領域全体の平均をとる

と侵食傾向にある．（b）では，大きな白円で示すように

河口近傍において周期的な堆積・侵食領域が認められる．

（a）と比較して（b）ではその周期構造が河口近くに集

中している傾向がある．また小さな白円で示すように熊

本港先端部付近では堆積領域が広がっているが，コンタ

ーの密度から判断して（a）よりも堆積量はやや少ない．

こうした定性的傾向については，計算結果は実測結果を

比較的良好に再現していると判断できる．定量的にも，

侵食・堆積量のオーダーはほぼ一致している．しかしな

がら，（b）では河口北側の広い範囲で僅かながら堆積傾

向となっているが（a）では侵食傾向であり，この部分で

は実測結果と計算結果が一致しない．この原因について

は現時点では明らかでない．現地再現という点では，季

節風による吹送流も極浅海域の底質輸送においては重要

であると考えられるので，今後そうした点も考慮してい

く予定である. 

 

5.5 地形変化における凝集性土砂と砂の寄与分 

図-21に，Run 3における凝集性土砂と砂による解析領

域全体の平均地形変化量の時間変化を示す．図から，計

算期間においては解析領域全体で緩やかな侵食傾向にあ

ることがわかる．また,地形変化の大半が砂によるもので

あることがわかる． 

 

5.6 含泥率の導入に関する検証 

図-22（a），（b）に，15 日間の計算における Run 7：

含泥率γ=0.0 と Run 8：γ=1.0 の解析領域内の地形変化

量の分布を示す．（a）においては，やや広い堆積の領域

と河口のすぐ沖側に空間的に周期的な侵食・堆積領域が

形成されていることがわかる．最大侵食量は－0.290m で

ある．一方（b）においては，侵食・体積パターンが大き

く異なり，その絶対量も（a）と比較して 1 オーダー異な

ることがわかる．図-21 から，解析対象領域内の地形変

化量の大部分が砂によるものであることから，（a）の方

が図-20（b）の実際の地形変化の再現計算に定性的には
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（a）下げ潮時 

 
（b）上げ潮時 

図-14 大潮時の断面平均流速ベクトル（Run 4） 

 

類似した結果となっている．これらの図から，含泥率に

よって地形変化量の計算結果は大きく変化するため，適

切な含泥率の元で計算を行うことが必要であるというこ

とがわかる． 

 

6．潮流と海浜流の重合計算の重要性 

 

6.1 地形変化に関する定性的・定量的検討 

 図-23（a）～（c）に，Run 3，5，6における15日間の

地形変化量の空間分布を示す．（a）では侵食領域が多く

なっているのに対して，（b）ではほぼ全域で堆積領域が

広がっている．また，最大侵食量も（a）の方が大きい．

これはセットアップの増大によって沖向き流れ，あるい

は底層の戻り流れが強化され，沖向きの底質輸送が大き

くなるためであると考えられる．両者の侵食・堆積パタ

ーンも大きく異なる．（c）では，定性的には（b）に類似

した侵食・堆積パターンが認められるが，その絶対量は

非常に小さい．これらの比較から，（a）が図-6（b）
の分布と定性的に類似した傾向にあることがわか

る．図-6（b）が（a）の実測結果と比較的一致する

ことから，潮流と海浜流の重合計算が，現地干潟の

地形変化を再現する上で非常に重要であることが

わかる．こうした地形変化の違いの原因を詳細に調べる 
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図-15 潮位についての計算と観測結果の比較（Run 4） 
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（b）vb． 

図-16 底層流速についての計算結果と観測結果の比較

（Run 4） 
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図-17 底層の SS 濃度についての計算結果と観測結果の

比較（Run 4） 

 

ため，各境界断面で底質フラックス量の時間変化につい

て比較検討を行った． 

図-24 に，水平ならびに水深方向に積分した凝集性土

砂フラックス，ならびに水平方向に積分した漂砂量フラ

ックスの定義を示す．図中に白線で示された矩形領域は，

栗山・橋本（2004）の解析領域を示す．図-25（a），（b）

に，Run 3，5 における各積分フラックスの時系列データ 

1.0 ｍ

1.0 ｍ
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（a）干潮（t＝438646 s） 

 
（b）満潮（t＝465230 s） 

図-18 潮位変動による波浪場の変化（Run 3） 

 

 
（a）下げ潮時 

 
（b）上げ潮時 

図-19 大潮時の断面平均流速ベクトル（Run 3） 

 

 

(a) 深浅測量データによる地形変化量の空間分布 

（2000.8‐2002.6） 

 

  

(b) Run 3, 4 の結果から算出した地形変化量の空間分布 

図-20 解析領域内の地形変化量の空間分布 
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図-21 各底質による平均地形変化量の時間変化（Run 3） 
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（a）Run 6（γ=0.0） 

 

 
（b）Run 7（γ=1.0） 

図-22 含泥率の違いによる地形変化量分布の比較 

 

での比較を示す．各図において， Qx1，Qsx1は熊本新港

の存在によってほぼ0に近い値となっている．（a）におい

ては，下げ潮時にQyが正，Qx2が負の値を示し，上げ潮

時にQyが負，Qx2が正の値を示す傾向はいずれの成分に

ついても同様である．Qx2に関しては，Run 3，5ともの

最干潮時にも大きな値を示す．Run 5におけるQyは，正

の極大値でスパイク的に大きな値をとることから，Run 3

に比べて沖向きの漂砂フラックスが増大することがわか

る．しかしながら，Run 3では上げ潮時の岸向きの漂砂フ

ラックスが非常に小さいことから，一波長平均で比較す

ると極めて大きな値の差が生じるというわけではない．

Run 3よりもRun 5における上げ潮時の岸向きフラックス

の値が大きいことは，少なくともSec. 2では補償流は存在

していないことを示している．Sec.2は砕波点近傍であり， 

 
（a）Run 3 

 
（b）Run 5 

 
（c）Run 6 

図-23 潮流と海浜流の重合計算の有無による地形変化

量の 比較（Run 3，5，6） 
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図-24 各断面と各方向の積分フラックスの定義 
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（a）潮位変化と積分された漂砂量フラックスの時系列 
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（b）積分された凝集性土砂フラックスの時系列変化 

図-25 各断面における積分フラックスの時系列比較 

 

それより岸側の領域では補償流が存在していることが推

測されるが，少なくとも上げ潮時にSec.2からの流入量は

Run 5よりもRun 3の方が大きく，満潮時の汀線位置は固

定されていることからセットアップ量としてはRun 3の

方が大きいことがわかる．そのため，Run 3では下げ潮時

には大きな値の沖向き流れが発生すると考えられる．ス

パイク状になる理由については今後調べていく必要があ

る．Qsx2については，上げ潮時・下げ潮時に値が大きく

なるが，Qx2と同様に最干潮時において最も値が大きく

なる．これは大潮の最干潮時において顕著にみられるこ

とから，汀線近傍等の流れの上手領域で巻き上がった底

質が移流されてきて停滞したことによるものと考えられ

る．漂砂量フラックスに対して凝集性土砂フラックスは，

Qsyに関して同じオーダー，Qsxはより大きな値となって

いる．これは，凝集性土砂の方が動きやすいことを考え

るとほぼ妥当な結果であるが，図-21で述べたように地形

変化においては凝集性土砂の寄与がないことを考えると，

対象領域内の凝集性土砂に関しては巻上げと沈降のフラ

ックスの収支がほぼとれてしまっている状況にあると考

えられる．  

 

6.2 土砂収支に関する定量的検討 

図-26（a），（b）に，栗山・橋本（2004）が深浅測量デ

ータを基に算定した1993年以降の大規模出水がない場合

の土砂収支と計算結果による土砂収支を示す．各フラッ

クスは，Run 3，4の各Sec.における漂砂量・凝集性土砂の

各積分フラックスの時系列データから15日間の平均フラ

ックスを算定し，表-4に示した荒天期間の割合に従って

荒天期はRun 3，静穏時はRun 4の平均値を用いて年間の

値を求めた結果である．また，各輸送量は凝集性土砂と

砂の輸送量の合算値である．図から両者の値はオーダー

的に一致しており，解析領域内の侵食傾向も一致するこ

とがわかる. 従って,改良モデルによる底質輸送量の算定

は比較的妥当な結果であると言える．ただし,（a）では

波による沿岸漂砂量としてQL を算定しているのに対し

て，（b）では潮流による輸送量も含まれていることから，

QL に関して若干の差が生じている．また，沖向きの輸送

量Q0 も計算値はやや小さい値となっており，結果として

解析領域内の侵食量も小さくなっている．しかしながら，

底質輸送や地形変化の計算としては，オーダーの一致は

妥当な結果である． 

 

7．結 論 

  

潮流による凝集性土砂の3次元輸送モデル「WD-POM」

に，波と流れの相互作用をさらに渦度の形で考慮した

wave forcing termとBailardモデルによる漂砂量モデルを

導入し，砂質干潟から泥質干潟までその底質輸送と地形

変化を計算できる総合的な干潟モデルとして改良を行っ

た．そして改良モデルを用いて検証計算を行い，離岸堤

背後の流れ場と地形変化について妥当な結果を得るとと

もに，一様勾配斜面上の斜め入射波による沿岸漂砂量に

ついて，全沿岸漂砂量公式で算定される値と比較してほ

ぼ妥当な結果を得た．これらの結果から，改良モデルを

用いて海浜流による砂の底質輸送と地形変化を計算する

ことが可能であることがわかった．さらに，改良モデル

を有明海の白川河口干潟に適用し，潮流と海浜流による

凝集性土砂と砂の輸送ならびにそれによる地形変化を計 
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白川河口 

h=13.0ｍ 

x

y 

Qx2, Qsx2 
Qx1, Qsx1 

Qy, Qsy 

Sec. 1 

Sec. 2 

Sec. 3 



潮流と海浜流による砂と凝集性土砂の底質輸送と干潟の地形変化に関する 3 次元数値モデルの開発と現地適用 

- 59 - 

 

（a）栗山･橋本（2004）による土砂収支（1993年以降の大規

模出水がない場合） 

 

 
（b）計算結果による土砂収支 

図-26 解析領域における土砂収支量の比較 

 

算した．計算結果から，潮流と海浜流を同時に考慮する

よって地形変化量とその空間分布が大きく変わり，干潟

の地形変化を再現するにはそれらの重合計算が重要であ

ることがわかった．また，干潟上の土砂収支を算定した

結果，栗山・橋本（2004）が深浅測量データをもとに算

定した値とオーダーとして一致することがわかった． 
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要  旨 

 

 ひずみ速度効果に着目してアイソタック概念を取り入れた粘土の圧密特性に関する研究が，多く

の研究者によってなされてきた．これらの研究の多くは，長期圧密に関する予測精度の向上を目指

したものである．本研究では，関西国際空港の長期的な圧密沈下挙動の予測精度向上を目指してお

り，その第一段階として，関西国際空港海底粘土の長期圧密特性をアイソタック概念に基づいて整

理した．ここでは，アイソタック概念を圧縮曲線ならびに圧密降伏応力とひずみ速度の関係によっ

て単純化したモデルを新たに提案する．圧縮曲線については，定ひずみ速度圧密試験によって簡単

に求められる．また，後者の関係については，長期圧密試験から得ることができ，同関係は 3 つの

アイソタックパラメータを取り入れた単純な関係式で表される．提案モデルは，最も試験数が少な

い場合を考えると，定ひずみ速度圧密試験と長期圧密試験をわずか 1 ケースずつ実施すれば良く，

実用的である．関西国際空港建設地の海底からさまざまな深度で採取した粘土に対して，3 つのアイ

ソタックパラメータはそれぞれ共通の値を設定できることが明らかとなった． 
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Synopsis 
 

The consolidation characteristics of clay, based on the isotache concept in which the strain rate 
effect is considered, have been studied by many researchers. Most of these studies are aimed at 
calculating the secondary consolidation with high accuracy in order to evaluate the long-term 
settlement of large structures. In this study, as the first step toward improving the accuracy of the 
evaluation of the long-term settlement at the Kansai International Airport, the consolidation 
characteristics of Osaka Bay clay are examined and organized based on the isotache concept. This 
study proposes a simplified model based on the isotache concept by using a compression curve and 
the relationship between the consolidation yield stress and the strain rate. The former and the latter 
are obtained from the constant rate of strain consolidation (CRS) tests and long term consolidation 
(LT) tests, respectively. The latter is expressed by an equation with three isotache parameters. This 
model is very practical because it requires a minimum of only one CRS test and one LT test. It is 
widely applicable to the Osaka Bay clay. The isotache parameters used in this model can be 
commonly determined for the Osaka Bay clays retrieved from various depths at the Kansai 
International Airport. 
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1. はじめに 

 

 関西国際空港が立地する大阪湾泉州沖は，水深が深く，

粘土層が厚く堆積している．上部の軟弱な沖積粘土層に

ついては，サンドドレーンにより圧密促進が図られるな

ど，沈下に関する制御が可能である．しかし，供用開始

後に生じる残留沈下の大部分は，地盤改良が及ばない更

新世の粘土に起因するため，制御することができない．

このため，沈下挙動を「予測」することが極めて重要に

なる． 

 1994年9月に開港した関西国際空港Ⅰ期事業は，大阪湾

泉州沖5kmの海域に造成された約510haの人工島である．

建設海域の平均水深は18mで，空港島埋立てによる圧密圧

力増分が最大450kPa程度にも達した．さらに沖合に約

545haの人工島を埋め立てて，平行滑走路を建設するⅡ期

事業も進められ，滑走路と誘導路は2007年8月にオープン

した（写真-1）．対象海域は平均水深が19.5mもあり，海底

にはⅠ期よりもさらに厚い400mほどの粘土層が幾つかの

砂層と互層をなして堆積する．埋立てによる圧密圧力増

分は最大600kPaにも達した． 
 

 
写真-1  関西国際空港. 

 
 空港施設の特徴はその平面性にあり，長期沈下は施設

管理の上で最も重要な課題に位置づけられる．関西国際

空港の圧密沈下予測では，データベース化された地盤情

報を用いて，一次元弾塑性圧密解析が実施された．長期

圧密挙動の予測計算には，圧密降伏応力付近での二次圧

密係数Cαが用いられた． 

 近年，長期沈下予測のためには，二次圧密を精度良く

評価する必要があるとして，圧縮特性に表れるひずみ速

度の影響に着目したアイソタック概念を取り入れた研究

も進んでいる（Leroueil, 2006）．本研究では，関西国際空

港の長期圧密に関する予測精度向上に向けた研究の第一

歩として，関西国際空港海底粘土の圧密特性について，

アイソタック概念に基づいた考察・整理を行う． 

 関西国際空港の粘土地盤の特性については，これまで

に様々な研究がなされてきた．関西国際空港建設予定地

（当時）の海底地盤調査では，港研式ワイヤーライン方

式によって，水圧式固定ピストン式シンウォールサンプ

ラー，あるいはやや深いところではロータリー式二重管

サンプラー（デニソンサンプラー）による効率的な粘土

試料採取が行われた（Kanda et al. 1991; 堀江ら, 1984）．サ

ンプリングされた粘土試料は乱れがほとんどない高品質

なものであったことも確認されている（Watabe and 

Tsuchida, 2001a）．粘土試料の不均質性については，大深

度用に試作・実施された電気式静的コーン貫入試験によ

って深度方向に連続的なデータを得ても先端抵抗が著し

くばらつくことがTanaka et al. (2003)によって示されてい

る．一方，Watabe et al. (2007)は，長さ1mの試料に対して

深度25mmごとに細かいピッチで物理試験や定ひずみ速

度（CRS）圧密試験を実施することを通じて，変動係数は

いずれのパラメータについても0.1未満であり，ある深度

の試験結果は，前後1m程度の範囲を代表する試験結果と

見なせる程度には均質であることを示した．当該粘土に

は珪藻微化石が多く含まれることが特徴であり，圧縮特

性やせん断特性が珪藻微化石の存在と密接に関係してい

ることも示されている（Tanaka and Locat, 1999）．その他，

K0圧密特性（Watabe et al. 2003）や非排水せん断特性

（Watabe et al. 2002; Watabe and Tsuchida, 2001）について

とりまとめた研究も報告されている．空港島の沈下予測

に関連しては，Nakase (1987)，Akai (2000)，Mimura and Jang 

(2005)等の研究があり，最近ではKobayashi et al. (2005)が

粘土層について実施する鉛直方向の一次元圧密解析と砂

層について実施する二次元浸透流解析を連成させて解く

合理的解析手法を開発した． 

 圧密予測の実務や研究において，次に挙げる３つのア

プローチが主要なものとして挙げられる． 

①Terzaghiの一次元圧密理論とCα一定の組合せ 

②EOP（end of primary）概念（Mesri and Choi, 1985）とCα/Cc

一定概念（Mesri and Castro, 1987） 

③アイソタック（Isotache）概念（Šuklje, 1957） 

ここで，ひずみで表した二次圧密係数をCαεとする．①の

アプローチは，実務で最も広く使われている手法である．

一次圧密終了後，二次圧密によるひずみは載荷開始から

の経過時間の対数（log t）に対して直線的に生じるとして

扱う．二次圧密期間中の時間の対数１サイクルあたりに

生じるひずみ増分を二次圧縮係数Cαεとし（図-1），これが

一定であると仮定して長期沈下を予測する．日本では，

実務における長期圧密の実測値とのフィッティングは，
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双曲線近似も行われている．この方法は，収束性のみを

利用した経験に基づくフィッティングに頼っており，非

科学的なものである．関空の沈下予測は，非科学的な「双

曲線近似」ではないが，段階載荷圧密試験（JIS A 1217）

の結果に基づいて，もっとも一般的な方法として位置づ

けられる①が基本になっている． 

 ②は明快なコンセプトであり，実務でも使いやすい．

Mesri and Choi (1985)は，段階載荷圧密試験で，EOP（一

次圧密終了時）の沈下データを連ねた圧縮曲線から得ら

れる圧密降伏応力は，原位置でも試験室でも一致するこ

とを経験的に見出した．さらに，Mesri and Castro (1987)

のCα/Cc一定の概念は，ε～log pがクリープによって載荷継

続時間に応じて下方にシフトしていくこと（Bjerrum 

(1967)の遅延圧密）を併用して二次圧密を表現する．ただ

し，「ひずみ速度」ではなく「時間」そのものが陽なかた

ちで取り入れられているので，この意味では①と本質的

に同じである．Cα/Cc一定の概念は，アイソタック概念と

矛盾するものではないが，二次圧密が永遠に終わらず，

時間が無限に経過すれば沈下量が無限大になることを意

味しているため，適用には限界があるはずである．なお，

Leroueil (2006)は，過圧密比OCRが1.6以上の過圧密粘土の

場合に，試験室にてEOPによって定義される圧密降伏応力

が，実際の圧密降伏応力よりも著しく過大評価になった

ことを指摘し，EOP概念の一般性を否定している． 

 ③はŠuklje (1957)によって提案された粘性の影響に関

する概念であり，ある圧密圧力の下ではひずみ速度に応

じてひずみが唯一に決定されるとする．ひずみ速度に着

目したこの概念は，近年の圧密研究において関心が高ま

っている．アイソタック概念が示されたŠuklje (1957)の研

究は50年以上前と非常に古いが，実務で用いられるには

ほど遠く，未だに研究対象となる概念に留まっている．

長期圧密に関して，粘性を考慮した研究アプローチは，

Leroueil et al. (1986; 1988), Yin et al. (1994), Adachi et al. 

(1996), Kim and Leroueil (2001)を始め，多くの研究者によ

って取り組まれてきた．関西国際空港海底粘土の長期沈

下に関しても，アイソタック概念を適用できることが明

らかにされてきており，Imai et al. (2005)やTanaka, et al. 

(2006)の研究などがある． 

 本論文では，長期圧密沈下挙動に着目し，関西国際空

港海底粘土のひずみ速度依存性について，アイソタック

概念に基づいた整理法を提案する．また，これを適用す

ることによって，圧密挙動を支配するパラメータをとり

まとめる．Cα/Cc一定概念の適用性（適用可能範囲）につ

いても検討する．ただし，層厚が圧密挙動に及ぼす影響

については本研究の発展形として別の機会に検討するこ

とにし，EOP概念の妥当性については本論文では着目しな

い． 

 

2. アイソタックの整理方法 

 

2.1 基本概念 

 本論文において③のアイソタック概念を整理するにあ

たっては，シンプルな形で示されているLeroueil et al. 

(1985)の方法，すなわち，次に示す式(1)と式(2)を使う． 

    )ε(
c

f
p
p

=
′
′               (1) 

    )ε(c &gp =′               (2) 

ここで， ε&はひずみ速度（=dε/dt）である． 

 アイソタック概念は，粘塑性変形に対してのみ適用で

きることから，全体の変形から弾性変形分を差し引いて

適用される．このことを明示するために，圧密試験から

得られるひずみεから弾性ひずみ成分εeを差し引いて粘塑

性ひずみεvpを算出し，εvp～log p' 関係を使うことにする．

すなわち，本論文では式(3)，式(4)，式(5)の表現を適用す

る． 

    
evp εεε −=              (3) 

    )ε( vp
c

f
p
p

=
′
′              (4) 

    )ε( vpc &gp =′               (5) 

 弾性ひずみ成分εeは，ε～log p' 関係上で，(p', ε) = (1 kPa, 

0)と(σ'v0, ε0)を通る直線で表されるひずみ成分を圧密圧力

p' に対応する弾性ひずみεe(p)と定義し（図-2(a)），その直

線の傾きをCsεと表すことにする．ここで，σ'v0は有効土被

log t
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  ε

Primary 
consolidation

Secondary 
consolidation

Cαε
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ず

み
ε

二次圧密

図-1  圧縮曲線に見られる一次圧密と二次圧密 
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り圧，ε0はp'=σ'v0のときのひずみである．Csεは，ひずみで

表した膨張指数に相当する．CRS圧密試験の結果として得

られるε～log p' 関係に対して，弾性ひずみεeをεから差し

引いた粘塑性ひずみεvpを用いてεvp～log p' 関係を得る．

同関係から読み取れる圧密降伏応力p'cでp'を除すことに

より，式(4)に対応するεvp～log p'/p'c 関係を得る．これを

基準圧縮曲線と称することにする（図-2(b)）．基準圧縮曲

線を粘塑性ひずみ速度 vpε& に対応した圧密降伏応力

p'c( vpε& )倍することによって，任意の粘塑性ひずみ速度 vpε&

に対応したεvp～log p' 関係が得られる． 

 長期圧密試験では，後述するように間隙水圧uを計測し

ていないので有効応力p'は得られないが，本論文で扱う二

次圧密の挙動については実質的に過剰間隙水圧Δu=0，す

なわちp'=pと見なすことができる．このため ε&は vpε& に実

質的に一致する．以下では混乱を避けるため， ε&と vpε& が

実質的に一致する場合には ε&を vpε& ，Δu=0でp=p'のときに

はpをp'と記述することにする． 

 長期圧密試験から得られるε～log t曲線（圧密曲線）の

二次圧密部分において vpε& を算出し， ε vp = f(p', vpε& )を求め

る．ある vpε& に対応する幾つかの(p', εvp)に対して基準圧縮

曲線上のεvpに対応するp'/p'cを読み取り，p'を用いてp'cを得

る．同様の操作を幾つかの vpε& に対して行い，p'c～ vpε& 関係

を得る． 
 長期圧密試験から得られた vpε& に対応する幾つかの(p', 

εvp)に対して，CRS圧密試験から得られた基準圧縮曲線で

はうまく表現できないものもあった．長期圧密試験に用

いた供試体とCRS圧密試験に用いた供試体はできるだけ

近い深度のものを選出するよう務めたが，自然堆積粘土

を対象としているために，実際には物性が少し異なる試

料になっていたことが原因と考えられる．そこで，この

ようなケースでは，基準圧縮曲線を粘塑性ひずみεvp方向

に伸縮させてフィッティングすることを試みた． 
 

2.2 アイソタックモデル式 

 式(5)に対応するp'c～ vpε& 関係を数学モデルで記述する

ことを以下で考える．アイソタック概念について，既往

の知見を概観すると以下のように整理される． 

 Leroueil (2006)は，カナダ東部の粘土に関する独自デー

タに加え，Imai et al. (2005)によって示された関西国際空

港海底粘土のデータを引用し，log vpε& の低下とともにlog 

p'cが直線的に減少するのではなく，ある程度より vpε& が小

さくなるとp'cの低下が鈍る，すなわち， vpε& が小さくなる

と傾きα = Δlog p'c /Δlog vpε& が小さくなることを主張した． 

 Tanaka (2005)はp'c～log vpε& 関係が直線関係にあるとし

て関西国際空港海底粘土の圧密データを整理した．この

場合，アイソタック概念が導入されているものの， vpε& 0

になるとp'c 0となるようにモデル化されており，時間の

対数に対して圧密が永遠に止まらないなど，長期挙動と

しては非現実的な記述とならざるを得ない． 
 大向・今井（2006）は， vpε& >1.0×10–11 s–1の範囲におい

て， vpε& が小さくなるとα = Δlog pc /Δlog vpε& が小さくなる

ようなアイソタック概念のモデル化をした．ただし，ひ

ずみ速度 vpε& が非常に小さな範囲（ vpε& < 1.0×10–11 s–1）にな

ると，p'c( vpε& )が一定値になることを示した．このような

関係は，吉國ら（1994）が提案したリラクゼーション試

験とその解釈を関西国際空港海底粘土に対して適用する
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ことによって， vpε& の減少に伴うp'cの下限値を0.7×p'c0であ

ると設定した．ここで，p'c0は vpε& = 3.3×10–6 s–1に対応した

p'cである．しかしながら，このように vpε& < 1.0×10–11 s–1の

範囲でp'cが下限値で一定になると設定する場合， vpε& が決

まるとεvp～log p' の位置，すなわちp'cが決まるが，逆にεvp

～log p' の位置，すなわちp'cが決まっても vpε& が唯一に決ま

らないので， vpε& とεvp～log p' の位置，すなわち vpε& とp'cが

一対一に対応しない．この点において，アイソタック概

念とやや反するモデル化になっているといえるであろう． 
 筆者らは， vpε& が小さくなるとα=Δlog p'c /Δlog vpε& が小さ

くなる関係を採用し，次に示す２つのモデル式を検討し

てきた（Kobayashi et al. 2005）．一つめのモデル式は次式

によって表される． 

    
vp21 lnln ε+=′ &aapc

           (6) 

ここでa1とa2は定数である．式(6)はlog p'cとlog vpε& が直線

関係にあるとしてモデル化しているため， vpε& 0になると

p'c 0となるモデルであり，非現実的ではある．ただし，

上述したp'c～log vpε& 関係が直線とするモデル（Tanaka, 

2005）に比べ，式(6)ではlog p'c～log vpε& 関係が直線になる

としてモデル化しており，p'cの減少が緩やかなのでやや

改善されている．もう一つのモデル式は次式によって表

される． 

    ( )vp21cLc lnexp ε+′=′ &bbpp       (7) 

ここでb1とb2は定数，p'cLはp'cの下限値である．式(7)では，

vpε& 0になるとp'c p'cLに収束するようにp'cの下限値を設

定している．本論文では，式(7)の表現を改めた式(8)を新

たにアイソタックモデル式として提案する． 

    
vp21

cL

cLc lnln ε+=
′

′−′
&cc

p
pp       (8) 

ここでc1とc2は定数である．なお，式(8)は対数内を無次元

化しているが，次に示す無次元化しない式(9)と等価であ

る． 

    ( ) vp21cLc lnln ε′+′=′−′ &ccpp       (9) 

ここでc'1とc'2は定数である．式(8)と式(9)を比較すると，

cL11 ln pcc ′+=′ なる関係があり，c'1はp'cLと独立ではないこ

とがわかる．c'1とp'cLは式(10)で関連づけられる． 

    
cL11 ln pcc ′+=′           (10) 

式(8)ではp'cL 0のときc1 ∞として記述されるため式の

構造がやや複雑に見えるが，式(9)で考えるとp'cL 0とす

れば(6)式に帰結することがわかる． 
 vpε& =1のとき，c1とc'1はそれぞれln{(p'c – p'cL)/p'cL}とln(p'c 

– p'cL)となり，log p'c～log vpε& 曲線の相対的な位置を表して

いる．また，c2とc'2（c2 = c'2）はlog(p'c – p'cL)～log vpε& 曲線

の vpε& =1付近でのひずみ速度に対する感度を表している． 

 

3. 試料 

 

 CRS圧密試験ならびに長期圧密試験に供した試料は，関

西国際空港Ⅱ期事業に先駆けて実施した地盤調査におい

て採取した大阪湾海底粘土である．海底表層の完新世の

粘土層Ma13が20mほどの厚さで堆積し，その下部の更新

世の地層は，粘土層と砂層が互層になって堆積している．

粘土層は，海成粘土と陸成粘土に分けられており，海成

粘土はMa13に続いて深くなるほどに番号が減るように名

付けられている．一方，砂層はMa13直下の厚い砂層（層

厚約20m）をDs1と称し，深くなるほどに番号が増えるよ

うに名付けられている．Ma6とMa5は番号が欠落している

が，これらの層は侵食等により当該地点には存在してい

ないためである．なお，陸成粘土はDs1とDs2の間および

    
図-3  関西国際空港の地層構成: (a) 岸沖断面, (b) 沿岸断面 
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Ds7とDs8の間に存在しており，それぞれDtcとDocと名付

けられている． 

 本研究では，海成粘土を研究対象とし，不攪乱試料に

ついてはMa13，Ma12，Ma11，Ma10，Ma9，Ma8，Ma7，

Ma4を取り扱った．関西国際空港建設地点における大阪湾

海底粘土の地層構成を図-3に示す．Ma13については，練

返し後に98kPaで予圧密した再構成試料についても試験

を実施した．試験に用いた粘土試料の採取深度，有効土

被り圧σ'v0ならびに各種物理特性の代表値を表-1に示す．

なお，自然堆積粘土を扱っているため，各粘土層内部で

も物理特性は一様ではなく，個々の試料によって物理特

性は少しずつ異なっている． 

 

4. 試験内容 

 

 上述した式(3)，式(4)，式(5)による整理に必要なデータ

を得るために，定ひずみ速度圧密試験（CRS圧密試験）と

長期圧密試験（LT圧密試験）を実施した． 

 

4.1 定ひずみ速度圧密試験（CRS 圧密試験） 

 CRS圧密試験は，JIS A 1227に準じて以下のように実施

した．サンプリングされた試料をワイヤーソーで直径

60mm，高さ約25mmにトリミングした後，内側にシリコ

ングリースを塗布した直径60mm，高さ20mmのステンレ

ス製圧密リングに挿入し，上下端をトリミングすること

によって供試体を整形した．リングに挿入された状態の

供試体を圧密容器にセットし，これを載荷台に設置した．

載荷枠に取り付けられたロードセルを介して上部の載荷

用ピストンの上昇を拘束した状態で容器内に注水し，バ

ックプレッシャーとして98kPaを作用させた．容器底部に

は直径10mmのポーラスメタルを介して間隙水圧計（容量

3500kPa，精度0.88kPa．ただし試料Ma13の試験では容量

700kPa，精度0.18kPa）が設置されている．鉛直荷重は載

荷台に取り付けられたロードセル（容量49kN，精度

表-1  試料の物理特性 

地層区分 Ma13 Ma12 Ma11 Ma10 Ma9 Ma8 Ma7 Ma4 Ma13Re 

不撹乱 Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes No

再構成 No No No No No No No No Yes

深度 (C.D.L.–m) 39 61 109 142 167 208 223 264 30–40

有効土被り圧 σ'v0 (kPa) 88 286 619 857 1030 1348 1457 1802 (98)

圧密降伏応力 p'c (kPa) 122 439 737 1294 1403 1698 1887 2512 134

過圧密比 OCR 1.39 1.53 1.19 1.51 1.36 1.26 1.30 1.39 (1.37)

土粒子密度 ρs (g/cm3) 2.66 2.66 2.67 2.69 2.70 2.72 2.70 2.67 2.70

液性限界 wL (%) 75.1 102.6 88.9 84.2 98.3 91.8 100.4 93.6 91.3

塑性限界 wP (%) 31.9 40.8 34.4 36.4 37.4 35.8 37.8 35.3 30.3

塑性指数 Ip 43.2 61.8 54.5 47.8 60.9 56.0 62.6 58.3 61.0

自然含水比 wn (%) 62.0 83.8 55.4 48.6 54.0 49.9 49.0 50.6 71.5
 

 

 
表-2  長期圧密試験（LT 試験）の載荷条件 

試料名 予圧密圧力 （kPa） 長期圧密の設定載荷圧力 （kPa）

24時間ごとに
段階載荷

σ'v0で
7日間載荷

Ma13 10 29 88 98, 137, 206, 235, 353, 412

Ma12 39 79 157 294 333, 373, 412, 451, 490, 529, 608, 686, 882, 1370

Ma11 39 (2時間) 628 (24時間) 647, 667, 686, 706, 726, 745, 1000, 1569

Ma10 39 (2時間) 863 (24時間) 922, 981, 1040, 1118, 1196, 1236, 1275, 1667

Ma9 39 (2時間) 1059 (24時間) 1138, 1177, 1216, 1255, 1314, 1393, 1471, 2059

Ma8 39 (2時間) 1373 (24時間) 1412, 1471, 1530, 1589, 1648, 1726, 1785, 2040

Ma7 39 (2時間) 1491 (24時間) 1549, 1608, 1667, 1726, 1785, 1844, 1922, 2177

Ma4 39 (2時間) 1863 (24時間) 1902, 1961, 2059, 2157, 2256, 2354, 2452, 3138

Ma13Re 10 29 88 118, 137, 206, 275, 343, 412
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0.012kN．ただし試料Ma13の試験では容量19.6kN，精度

0.0049kN）で計測し，バックプレッシャーによるピスト

ンの揚力を計測値から差し引いた．沈下はリニアゲージ

（容量20mm，精度0.001mm．ただしひずみ速度 ε& = 3.3×

10–8 s–1を含む試験では容量10mm，精度0.0001mm）により

計測した．供試体の圧縮は，一定のひずみ速度 ε& = 

0.02%/min（3.3×10–6 s–1）により付与した．ただし，試料

Ma12については，降伏後の沈下が他より著しいので，圧

密降伏応力付近の曲線を明瞭に得るためにひずみ速度を

遅く設定し， ε& = 0.0002%/min（3.3×10–8 s–1）とした． 

 

4.2 長期圧密試験（LT 圧密試験） 

 CRS圧密試験と同様の方法で直径60mm，高さ20mmの

ステンレス製圧密リングに挿入された供試体を準備し，

圧密容器にセットした．容器下部ならびに上部ピストン

にはポーラスメタルが取り付けられており，上下両端が

排水境界となる構造になっている．載荷圧力はテコを介

して重錘により付与した．沈下はリニアゲージ（容量

20mm，精度0.001mm）により計測した．試験条件の一覧

を表-2に示す．長期圧密での載荷圧力は圧密降伏応力p'c
を前後するσ'v0～2.0p'cの範囲で6～10種類の圧力を設定し

た．試料Ma13, Ma12, Ma13Reのケースでは，圧密圧力pを

有効土被り圧σ'v0まで荷重増分比Δp/p=1～2で24時間ごと

に増加させ，圧密圧力p=σ'v0において7日間の予圧密をし

た．他の試料（Ma11, Ma10, Ma9, Ma8, Ma7, Ma4）のケー

スでは，試料の膨張を防ぐために圧密圧力p=39kPaを2時

間だけ載荷した後，直ちに圧密圧力p=σ'v0を載荷して24時

間放置して予圧密とした．予圧密終了後，長期圧密を実

施する圧力まで瞬間載荷し，ひずみ速度 ε&が3.3×10–9 s–1

よりも十分に小さくなるまで長期圧密を継続した．試験
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図-5  基準圧縮曲線（εvp～log p'/p'c 曲線）: (a) Ma13, (b) Ma12 
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図-4  Ma12 の圧縮曲線（ε～log p 曲線） 



関西国際空港海底粘土の長期圧密挙動に関するアイソタックモデルによる評価 

- 73 - 

中に供試体が膨張してしまうことを防止するため，圧密

降伏応力を超えて沈下が大きくなるまでは供試体の乾燥

を防止するために湿潤状態を保持した上で，圧密容器に

注水しないことにした． 

 

5. 試験結果 

 

5.1 定ひずみ速度圧密試験（CRS 圧密試験） 

 CRS圧密試験から得られた圧縮曲線（ε～log p' 曲線）

の一例として，試料Ma12の試験結果を図-4に示す．図か

ら圧密降伏応力p'cは439kPaと読み取れる．有効土被り圧

σ'v0は286kPaの試料であるので過圧密比OCRは1.5と算出

される．この値はやや大きめであるが，この地区の海底

粘土の過圧密比が1.3～1.5程度であることと整合する．圧

縮曲線はp'c付近が張り出したような形状であり，構造が

発達した粘土の特徴が良く現れている．この圧縮曲線を

用いて「２．アイソタックの整理方法」で述べた方法（図

-2）に従って整理する．すなわち，ひずみεから弾性ひず

0.1 1 10
0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

3.3x10−6 s−1

(e) Ma9

 

V
isc

o-
pl

as
tic

 st
ra

in
  ε

vp

p'/p'c    

0.1 1 10
0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

3.3x10−6 s−1

(f) Ma8

 

V
isc

o-
pl

as
tic

 st
ra

in
  ε

vp

p'/p'
c  

 

0.1 1 10
0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

3.3x10−6 s−1
(g) Ma7

 

V
isc

o-
pl

as
tic

 st
ra

in
  ε

vp

p'/p'c    

0.1 1 10
0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

3.3x10−6 s−1

(h) Ma4

 

V
isc

o-
pl

as
tic

 st
ra

in
  ε

vp

p'/p'c  
 

0.1 1 10
0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

3.3x10−6 s−1
(i) Ma13Re

 

V
isc

o-
pl

as
tic

 st
ra

in
  ε

vp

p'/p'c  
図-5  基準圧縮曲線（εvp～log p'/p'c 曲線）: (e) Ma9, (f) Ma8, (g) Ma7, (h) Ma4, (i) Ma13Re 
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み成分εeを差し引いて粘塑性ひずみ成分εvpを算出すると

ともに，圧密圧力p' を圧密降伏応力p'cで正規化すること

によって基準圧縮曲線（εvp～log p/pc曲線）が得られる．

CRS圧密試験から得られた基準圧縮曲線を全試料につい

て図-5に示す． 

 再構成Ma13Reは圧密降伏応力p'cで折れ曲がったよう

なバイリニアな関係にあり，構造が未発達な粘土の特徴

が現れている．不攪乱Ma13もこれに準ずる形状を呈して

いる．Ma12～Ma4はいずれも同じような基準圧縮曲線が

得られ，p'c付近が張り出し，正規圧密領域で下に凸な曲

線となる．この傾向はMa12において最も顕著である．全

試料の基準圧縮曲線を一つの図に描くことによって，こ

れらの傾向はより明瞭になる（図-6）． 

 

5.2 長期圧密試験（LT 圧密試験） 

 長期圧密試験から得られた圧密曲線（ε～log t曲線）を

図-7に示す．ここで，縦軸のひずみεは供試体の初期高さ

を基準に算出しているが，有効土被り圧σ'v0で7日間圧密

終了時，すなわち長期圧密開始直前のひずみを差し引い

ている． 

 長期圧密の載荷圧力がp'cよりも大きな正規圧密領域に

ある場合には，一次圧密終了後に二次圧密が生じている

ことがわかる．二次圧密部分ではわずかに下に凸な曲線

となっており，傾きΔεvp/Δlog tはわずかずつではあるが次

第に減少していく傾向にあるといえる．正規圧密領域に

載荷したもののうち，Ma13からMa10およびMa13Reにつ

いては，上に凸な曲線から下に凸な曲線に変化した後に

EOPが現れているが，Ma9以深では，上に凸な曲線上に

EOPが現れている．Ma9以深については，圧密圧力はp'c
を超しているもののさほど大きくはないために，次に述

0.1 1 10
0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

 

V
isc

o-
pl

as
tic

 st
ra

in
  ε

vp

p'/p'c

 Ma13
 Ma12
 Ma11
 Ma10
 Ma9
 Ma8
 Ma7
 Ma4
 Ma13Re

図-6  基準圧縮曲線の比較 
 
 

 

10-3 10-2 10-1 100 101 102 103 104 105 106
0.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0.00

s−13x10−9

3x10−8

3x10−7
3x10−6

EOP

σ'v0 = 88 kPa, p'c = 122 kPa

(a) Ma13

 

St
ra

in
  ε

Time  t (min)

 p =98 kPa
 p =137 kPa
 p =206 kPa
 p =235 kPa
 p =353 kPa
 p =412 kPa

  

10-3 10-2 10-1 100 101 102 103 104 105 106

0.3

0.2

0.1

0.0

s−13x10−93x10−83x10−7
3x10−6

3x10−5

EOP

σ'v0 = 286 kPa, p'c = 439 kPa
(b) Ma12

 

St
ra

in
  ε

Time  t (min)

 p = 333 kPa
 p = 373 kPa
 p = 412 kPa
 p = 451 kPa
 p = 490 kPa
 p = 529 kPa
 p = 608 kPa
 p = 686 kPa
 p = 882 kPa
 p = 1370 kPa

 
 

10-3 10-2 10-1 100 101 102 103 104 105 106
0.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0.00

s−1

σ'v0 = 619 kPa, p'c = 737 kPa
(c) Ma11

3x10−93x10−8

3x10−73x10−6
EOP

 

St
ra

in
  ε

Time  t (min)

 p = 647 kPa
 p = 667 kPa
 p = 686 kPa
 p = 706 kPa
 p = 726 kPa
 p = 745 kPa
 p = 1000 kPa
 p = 1569 kPa

  
10-3 10-2 10-1 100 101 102 103 104 105 106

0.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0.00

s−1

3x10−5

σ'v0 = 857 kPa, p'c = 1294 kPa
(d) Ma10

3x10−9
3x10−8

3x10−7

3x10−6

EOP

 

St
ra

in
  ε

Time  t (min)

 p = 922 kPa
 p = 981 kPa
 p = 1040 kPa
 p = 1118 kPa
 p = 1196 kPa
 p = 1236 kPa
 p = 1275 kPa
 p = 1667 kPa

 
 

図-7  長期圧密試験（LT 試験）から得られた圧密曲線（ε～log t 関係）: (a) Ma13, (b) Ma12, (c) Ma11, (d) Ma10 
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べる過圧密状態での挙動に近いものとなっていると考え

られる． 

 長期圧密の載荷圧力が有効土被り圧σ'v0と圧密降伏応

力p'cの間の過圧密領域にある場合には，一次圧密は極め

て短い時間で終了した後に二次圧密による沈下が生じる

が，二次圧密の初期は沈下がほとんど生じない．試料に

もよるが時間が1.0×103分程度以上経過すると上に凸な曲

線となって，傾きΔεvp/Δlog tが次第に増加していく傾向に

ある．なお，以下ではΔεvp/Δlog tを粘塑性ひずみに関する

二次圧密係数Cαεvpと表すことにする．図中には粘塑性ひ

ずみ速度 vpε& =Δεvp/Δtが3.3×10–5（一部の試験でのみ得られ

た），3.3×10–6，3.3×10–7，3.3×10–8，3.3×10–9 s–1に対応する

点を示してある． 

 

6. アイソタック概念による結果の整理 

 

 CRS圧密試験を実施するにあたって基本的な載荷条件

として設定したひずみ速度 ε& = 3.3×10–6 s–1に対応した粘塑

性ひずみ速度 vpε& における圧密降伏応力を上で定義した

ようにp'c0と表す．Ma12についてはCRS圧密試験を ε& = 

3.3×10–8 s–1で実施したが，p'c0は定義に従って ε& = 3.3×10–6 

s–1に対応する値とする． 

 試験した全試料について，図-8にフローチャートで示し

た以下の作業を行う．まず，p = 1.15×p'c0以上の正規圧密
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図-7  長期圧密試験（LT 試験）から得られた圧密曲線（ε～log t 関係）: (e) Ma9, (f) Ma8, (g) Ma7, (h) Ma4, (i) Ma13Re 
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領域に載荷した試験結果について， vpε& =Δεvp/Δtが3.3×10–5，

3.3×10–6，3.3×10–7，3.3×10–8，3.3×10–9 s–1に対応する点の

εvpを読み取る．p'とεvpを基準圧縮曲線に当てはめて，当該

ひずみ速度 vpε& に対応する圧密降伏応力p'cを得る．こうし

て描いたlog p'c～log vpε& 関係に対して，式(8)を適用して試

験結果にフィッティングさせる．フィッティングは，p'cL

を仮定した上で最小二乗法により得られた回帰曲線のう

ち誤差最小となるものを採用した．得られたフィッティ

ング関係に対して，p'cをp'c0LTで除すことにより，縦軸（p'c
軸）を正規化した．ここで，p'c0LTはフィッティング曲線

上の vpε& = 3.3×10–6 s–1に対応するp'cの値あり，混乱を避け

るためにCRS圧密試験から得たp'c0（以降，p'c0CRSと表記す

る）と区別し，長期圧密試験から得られたものであるこ

とがわかるように添字LTを付けて表記した． 

 Ma10とMa9では，基準圧縮曲線をそのまま用いると，

長期圧密試験結果を基に描いたεvp～log p' 関係をうまく

表現することができなかった．これは，CRS試験に用いた

供試体と長期圧密試験に用いた供試体が実際には異なる

ため，物理・力学特性が多少なりとも異なっていたこと

に起因すると思われる．そこで，基準圧縮曲線の縦軸（ひ

ずみε軸）を伸縮させて調整し，Ma10では1.1倍，Ma9では

0.8倍することによって，長期圧密試験結果と整合するモ

デル圧縮曲線群が得られるようにした． 
 このようにして得られたlog p'c/p'c0LT～log vpε& 関係を図

-9に実線で示す．定義により， vpε& = 3.3×10–6 s–1において

CRS 試験より得られた

基準圧縮曲線
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図-8  アイソタックモデルにおけるデータ取扱いのフロ

ーチャート 
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図-9  log p'c/p'c0LT～log vpε& 関係と式(8)によるフィッティング結果: (a) Ma13, (b) Ma12, (c) Ma11, (d) Ma10 
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p'c/p'c0LT = 1を通る． 

 正規圧密領域において複数の圧密圧力で長期圧密試験

を実施したMa13，Ma12，Ma11では，いずれの試料でも，

それぞれほぼ同一の関係が得られている．このことから，

正規圧密領域に載荷したケースを対象とする場合，

log p'c/p'c0LT～log vpε& 関係が試料ごとに唯一に存在するこ

とがわかる．また，いずれの試料に対しても式(8)によっ

て見事にフィッティングできており，式(8)で表現したア

イソタックモデルが幅広く適用できることが示されたと

いえる．設定したパラメータを表-3にまとめる． 

 上述では，限られた数のデータを基にp'cLを設定した．

vpε& のデータが存在する範囲は狭く，これに対してp'cLはグ

ラフ上での遙か遠方の収束点を設定していることになる．

このため，p'cLの設定において信頼性が低くなっている可

能性を否定できない．一方，大向・今井（2006）が，関

西国際空港海底粘土に対して， vpε& = 1×10–11 s–1におけるp'c
は0.7×p'c0になることを示している．これに対応するかた

ちで，試験をした試料に対して共通のp'cL/p'c0LTが設定でき

ると考えられる．実際，基準圧縮曲線を伸縮させたMa10

とMa9を除き，正規圧密領域に載荷した各試料（再構成し

たMa13Reを含む）に対して得られたp'cL/p'c0LTの値は

0.549±0.084であり，変動係数COVは0.15と狭い範囲にあっ
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図-9  log p'c/p'c0LT～log vpε& 関係と式(8)によるフィッティング結果: (e) Ma9, (f) Ma8, (g) Ma7, (h) Ma4, (i) Ma13Re 
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た． 

 そこで，p'cL/p'c0LTの平均値である0.55をこれらの試料に

共通の値として採用することにした．この値を用いて，

改めてc1とc2を最小二乗法によって設定した回帰曲線も

図に点線で示すとともに，設定したパラメータを表-4にと

りまとめた（Ma10とMa9を除く）．これらは，実験結果に
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図-10  圧縮曲線（εvp～log p' 曲線）: (a) Ma13, (b) Ma12, (c) Ma11, (d) Ma10 

表-3  式(8)によるフィッティングで設定したアイソタックパラメータ 

試料 σ'v0  (kPa) p'c0CRS (kPa) p'c0LT (kPa) p'cL (kPa) p'cL/p'c0LT c1 c2

Ma13 88 122 133 67 0.504 1.128 0.0903
Ma12 286 439 448 280 0.625 1.228 0.1377
Ma11 619 737 813 372 0.458 1.196 0.0813
Ma10 857 1294 1211 862 0.712 0.617 0.1205
Ma9 1030 1403 1198 670 0.559 1.731 0.1561
Ma8 1348 1698 1736 922 0.531 1.097 0.0967
Ma7 1457 1887 1809 1121 0.620 1.093 0.1253
Ma4 1802 2512 2423 1091 0.450 1.192 0.0786
Ma13Re (98) 134 151 99 0.656 1.209 0.1467

 
 

表-4  式(8)で p'cL = 0.55×p'c0LTとしてフィッティングにより設定したアイソタックパラメータ 

Sample σ'v0 (kPa) p'c0CRS (kPa) p'c0LT (kPa) p'cL (kPa) p'cL/p'c0LT c1 c2

Ma13 88 122 133 73 0.55 1.11 0.103
Ma12 286 439 447 246 0.55 1.09 0.103
Ma11 619 737 814 447 0.55 1.13 0.105
Ma8 1348 1698 1736 955 0.55 1.09 0.102
Ma7 1457 1887 1811 995 0.55 1.05 0.099
Ma4 1802 2512 2420 1333 0.55 1.07 0.101
Ma13Re － 134 150 83 0.55 1.01 0.097
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対する適切なフィッティングになっていると考えられる． 

 p'cL = 0.55×p'c0LTを設定した場合に，CRS試験に用いた供

試体と長期圧密試験に用いた供試体の採取深度が異なり，

両供試体の物性が若干異なっていたために基準圧縮曲線

を伸縮したMa10とMa9を除いて考えると，表-4に示した

ようにc1, c2はそれぞれ1.08±0.04，0.101±0.003となり，そ

れぞれ変動係数COVにして0.04と0.026であった．このこ

とは，c1, c2についても関西国際空港海底粘土に対して共

通の値があることを示唆しているといえる． 

 Watabe et al. (2007)が示したように，Ma13の不攪乱試料

と再構成試料では土の骨格構造が著しく異なる．また，

Ma13（不攪乱試料と再構成試料）の基準圧縮曲線は，Ma12

以深（不攪乱試料）のものと形状が異なり，圧縮特性に

違いが見られた．このような状況にもかかわらず，正規

圧密領域に載荷した場合のアイソタック特性が，関西国

際空港海底粘土各層の不攪乱試料およびその再構成試料

に対して共通であると示唆される結果は大変興味深い．

このことは，大阪湾に厚く堆積した海成粘土層の粘土鉱

物や組成に著しい変化がなく，均質な堆積層であること

と整合するとともに，アイソタック特性により表される
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図-10  圧縮曲線（εvp～log p' 曲線）: (e) Ma9, (f) Ma8, (g) Ma7, (h) Ma4, (i) Ma13Re 
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二次圧密挙動は，骨格構造の発達程度よりも鉱物組成に

依存していることを示唆するものでもある． 

 上述によって設定した表-4の3つのパラメータp'cL, c1, c2

（Ma10とMa9は表-3の値）を用いて，(8)式により粘塑性

ひずみ速度 vpε& に対応した圧密降伏応力p'cを設定するこ

とができる．図-5に示した基準圧縮曲線をp' 軸方向に

p'c( vpε& )倍することにより，任意の vpε& に対応した圧縮曲線

（εvp～log p' 関係）が得られる． vpε& が3.3×10–5（長期圧密

試験でEOP後に vpε& =3.3×10–5が明瞭に得られなかった試料

を除く），3.3×10–6，3.3×10–7，3.3×10–8，3.3×10–9 s–1に対応

した圧縮曲線群を図-10に示す．同図には，長期圧密試験

で得られた圧密曲線（図-7）の二次圧密部分から読み取っ

た粘塑性ひずみ速度 vpε& = 3.3×10–5～3.3×10–9 s–1に対応した

データもプロットしてある．Ma10とMa9については，CRS

圧密試験と長期圧密試験の結果が整合するように基準圧

縮曲線を伸縮させるなどの調整を図ったが，無視し得ぬ

乖離がある．しかしながら，他の試料については，長期

圧密試験結果と一致する圧縮曲線群が描けていることが

わかる． 

 上述のアイソタック概念によるモデル化では，正規圧

密領域に載荷したデータのみを使って整理した．しかし，

過圧密領域を含む基準圧縮曲線により整理すると，過圧

密領域から正規圧密領域に至る広い範囲にわたって，試

験結果をモデル化できていることは大変興味深い．また，

基準圧縮曲線と3つのパラメータ（式(8)のp'cL, c1, c2）しか

用いていないので，実務でも使いやすいかたちのモデル

になっているといえる． 

 Ma12については，ひずみ速度 ε& を3段階（3.3×10–6, 

3.3×10–7, 3.3×10–8 s–1）に変化させた特殊なCRS圧密試験

(SpCRS)を実施しており，これにより得られた圧縮曲線も

比較のために合わせて示してある．長期圧密試験と特殊

CRS圧密試験から得られたεvp～log p' 関係は，見事に一致

しており，長期圧密試験の結果に対してアイソタック概

念を適用して整理できることをここでも確認できる． 

 長期圧密試験により得られた圧密曲線から粘塑性ひず

みに関する二次圧密係数Cαεvpを読み取れる．このときの

粘塑性ひずみ速度 vpε& と粘塑性ひずみεvpに対応した圧縮

曲線の傾きは，基準圧縮曲線（図-5）より，粘塑性ひずみ

εvpで表した圧縮指数Ccεvp (p'/p'c) = Δεvp/Δlog (p'/p'c)として算

出される．このようにして得られたCαεvpとCcεvpを用いて，

p' 一定の下で vpε& とともに変化するCαεvp/Ccεvpが算出され

る．一例としてMa12について，Cαεvp/Ccεvpと vpε& の関係を

図-11に示す． vpε& の減少とともにCαεvp/Ccεvpは減少する傾

向にあることがわかる．このことは，Cα/Cc一定概念を経

験的に導き出したMesri and Castro (1987)の主張と矛盾す

る．その一方で，基準圧縮曲線を伸縮させたMa10とMa9
を除く各試料について， vpε& = 3.3×10–8 s–1に対応する

Cαεvp/Ccεvpを求め，深度分布としてプロットすると（図-12），

0.039±0.003と極めて狭い範囲に分布しており，Cα/Cc一定

概念を主張したMesri and Castro (1987)が，Cα/Ccは一般に

0.04±0.01の狭い範囲の値になると指摘したこととも非常

に良く整合する． 
 式(8)は， vpε& が減少するとp'c( vpε& )も減少し， vpε& 0のと

きにp'c p'cLになるという下限値を設定している．これに

よるフィッティングが実験結果を良く表現することは上

述の通りである．Leroueil (2006)は，log p'c/p'c0LT～log vpε& 関

係の傾きαが理論的にCαεvp/Ccεvpに一致することを示した．

図-9からわかるように， vpε& の減少とともに傾きαが小さ

くなる傾向が見られる．このことは， vpε& が小さな範囲（ vpε&  

< 10–8 s–1）ではMesri and Castro(1987)のCα/Cc一定概念が成
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図-11  Ma12 の Cαεvp/Ccεvp～ vpε& 関係 
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図-12  Cαεvp/Ccεvpの深度分布 
（

vpε& = 3.3 × 10–8 s–1に対応するデータ） 
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り立たないことを意味している．すなわち，Leroueil (2006)

が指摘したように，Cα/Cc一定概念は工学的近似として，

vpε& が大きな範囲（10–8～10–5）において大まかに成り立つ

関係であることがわかる．なお，式(9)でp'cL 0とすると

き式(6)に帰結する，すなわちCα/Cc一定概念に帰結する． 
 大向・今井（2006）の vpε&  ≦ 1×10–11 s–1でp'c= 一定であ

るという主張も，Cα/Cc一定概念が成り立たない範囲があ

ることを主張していることになる． 

 本研究では関西国際空港海底粘土について，Leroueil et 

al. (1985)が提案した式(1)と式(2)によるアイソタック概念

を取り入れた整理をした．その結果，CRS圧密試験結果を

整理して得られる基準圧縮曲線と粘塑性ひずみ速度の影

響に関する評価結果を用いて式(8)を適用することにより，

関西国際空港海底粘土の長期圧密挙動をアイソタック概

念に基づいて一般的に表せることがわかった．提案する

式(8)は，アイソタック概念が適用できる vpε& の範囲に適用

限界を設定していないため， vpε& とp'cが一対一に対応して

決定される．このことから，アイソタック概念を用いた

沈下予測計算に便利である． 

 

7. まとめ 

 

 本研究では，CRS圧密試験と長期圧密試験の結果を用い

て，基準圧縮曲線とp'c( vpε& )によりアイソタック概念を単

純にモデル化できることを示した．もっとも試験数が少

ない場合を想定すると，一つのCRS圧密試験と正規圧密領

域での一つの長期圧密試験さえあれば，基準圧縮曲線と3

つのパラメータpcL，c1，c2を設定でき，実務への適用も期

待できるものと思われる． 
 log p'c/p'c0LT～log vpε& 関係の傾きα (=Cαεvp/Ccεvp)の値は，

vpε& の減少とともに小さくなる傾向にあることから，Cα/Cc

一定概念は vpε& がある程度大きな範囲において近似的に

成り立つ関係に過ぎないことを確認した．しかし，ある

vpε& の下では，試験をしたいずれの試料においても狭い範

囲の値をとることから，実務に用いる上では便利な関係

であるといえる．ただし，実地盤の圧密現象におけるひ

ずみ速度は非常に遅いので，Cα/Ccが一定と考えることは，

沈下を過大評価することになる． 

 いずれの試料に対する試験結果も，εvp～log p'/p'c関係

（基準圧縮曲線）とlog p'c～log vpε& 関係（アイソタックモ

デル式）によって見事に記述することができる． 

 本論文では，アイソタック概念のモデル化を式(8)のか

たちで提案し，関西国際空港海底粘土に対して幅広く適

用できることを示した．式中の3つのパラメータp'cL，c1，

c2のうちp'cLについては，関西国際空港海底粘土の場合，

vpε& = 3.3×10–6 s–1のときのp'c (= p'c0)に対してp'cL = 0.55×p'c0

と設定できた．各試料に対して設定したパラメータの値

を表-4にとりまとめた．p'cL = 0.55×p'c0を設定した場合に，

c1, c2については最小二乗法によりそれぞれ1.08±0.04，

0.101±0.003が得られ，それぞれ狭い範囲の値となった．

このことから，c1, c2についても関西国際空港海底粘土試

料に対して共通の値を設定できることが示唆された． 

 今後は，本論文で示した基準圧縮曲線ならびに式(8)で

表されるアイソタックモデル式の3つのパラメータpcL，c1，

c2を使った長期圧密挙動のシミュレーションを行ってい

く予定である． 
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記号 

a1, a2: 式(6)の定数 

b1, b2: 式(7)の定数 

c1, c2: 式(8)の定数 

c'1, c'2: 式(9)の定数 

Cc: 圧縮指数 

Ccε: ひずみで表した圧縮指数 

Ccεvp: 粘塑性ひずみで表した圧縮指数 

COV: 変動係数 

Cα: 二次圧密係数 

Cαε: ひずみで表した二次圧密係数 

Cαεvp: 粘塑性ひずみで表した二次圧密係数 

OCR: 過圧密比 

p: 圧密圧力 

p': 有効圧密圧力 

p'c: 有効圧密降伏応力 

p'c0: ひずみ速度 ε&  = 3.3×10–6 s –1における p'c 

p'c0LT: LT 試験により得られた p'c0 

p'c0CRS: CRS 試験により得られた p'c0 

p'cL: p'cの下限値 

t: 圧密経過時間 
α: log p'c/p'c0LT～log vpε&  (= Cαεvp/Ccεvp)関係の傾き 

ε: ひずみ 
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ε& : ひずみ速度 (= Δε/Δt) 

ε0: p' = σ'v0 におけるひずみ 

εe: 弾性ひずみ 

εvp: 粘塑性ひずみ 

Δu: 過剰間隙水圧 

σ'v0: 有効土被り圧 
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